
25年度 26年度 27年度 事業概要
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5,228,518 5,396,396 5,861,282

　第１節　健康づくり・地域医療の充実 342,379 401,511 452,002

　　１　健康づくりの推進 3,487 4,106 3,735

健康づくり啓発事業 1 健康推進課 374 884 503
　市民自ら健康づくりに取り組むことができるよう、健康
づくりに関する知識や方法などの普及啓発を行う。

現継
　市民の健康保持増進を図るために必要な事
業である。

現継 現状継続とする。 3

生活習慣病予防事業 2 健康推進課 3,018 3,073 3,082
　生活習慣病予防・悪化防止を図るため、「生活習慣病
予防教室」や「成人健康相談」を行う。

現継
　生活習慣病は社会問題となっており、生活習
慣病予備軍の人に病気発症の予防を行う事業
である。

現継 現状継続とする。 2

食育推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3 健康推進課 95 149 150
　食育推進計画に基づき、食に関する知識や食を選択
する力を身につけ、健全な食生活を実践するための事
業を実施する。

現継
　「食」は心身の健康保持の基本的なものであ
り、行政と市民・関係機関の協力と取組みが必
要である。

現継 現状継続とする。 2

　　２　保健予防の推進 146,720 175,133 223,022

妊産婦保健推進事業 6 健康推進課 25,318 28,705 31,545

　妊婦の健康と胎児の発育を守るための妊婦一般健
康診査受診票を発行する。
　健やかな妊娠期を過ごし、安心して出産ができるよう
妊娠中の健康や出産・育児の正しい知識を啓発する。
　孤立した育児にならないよう妊娠中から友達づくりの
機会を提供する。

現継 　妊産婦の健康維持に必要な事業である。 現継 現状継続とする。 2

乳幼児保健推進事業 7 健康推進課 15,236 17,095 17,245

　乳幼児の心身の成長発達を促し、保護者が安心して
育児ができるよう健診や健康教育の場を提供する。
　出産後早期から母親の健康状態や育児の悩みなど
を把握し支援を行い、児童虐待を予防する。

現継
　法律で義務付けられており、乳幼児の健康保
持に必要な事業である。

現継 現状継続とする。 2

予防接種推進事業 8 健康推進課 69,068 87,253 127,091
　感染症の発生及びまん延予防のため、予防接種を実
施する。

現継
　法律で定められた予防接種であり現状継続と
する。

現継 現状継続とする。 2

がん検診推進事業 9 健康推進課 36,994 41,911 46,938
　早期発見・早期治療のため、がん検診を実施する。
　30歳代健診、循環器健診及び肝炎ウイルス検診を実
施する。

現継
　市民の健康を守るために必要な検診(健診）
であり、継続する。

現継 現状継続とする。 2

エキノコックス症予防対策
事業

32 健康推進課 104 169 203
　エキノコックス症の早期発見、早期治療のため検診を
実施する。

現継
　エキノコックス症の重要性から、市民への啓
発等を十分に行い検診を継続する。

現継 現状継続とする。 3

　　３　医療体制の充実 119,589 127,096 120,317

救急医療推進事業 35 健康推進課 119,589 127,096 120,317

　市民の夜間や休日の急病に対応するため、夜間急
病センター及び在宅当番医制度を運営し、24時間医療
体制を維持する。
　休日の歯科救急受診体制を維持する。

現継
　市民の健康維持に必要な事業であり、継続
する。

現継 現状継続とする。 2

72,583 95,176 104,928　　４　国民健康保険事業の適正な運営
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保険税収納率向上対策事
業

5 国保医療課 9,294 10,011 10,660
　保険税の歳入確保のため、滞納者への的確な納付
指導のほか、コンビニ収納やインターネット公売などを
実施し、国保事業の安定的な運営を図る。

現継

　非正規雇用や離職後に再雇用先が見つから
ないなど、収入的に不安定な要素を抱え、国保
税の納付に結び付かない状況があるが、収納
率の向上に向け、実施内容に示す手段の充実
を図る。

現継 現状継続とする。 2

医療費適正化対策事業 10 国保医療課 14,980 17,786 18,760

　医療費適正化を図るため、レセプト（診療報酬明細
書）点検業務、第三者行為（交通事故等）求償事務及
び医療費通知業務等を実施するほか、情報紙（国保だ
より）による被保険者への情報の提供を行う。

現継
　レセプト点検や第三者行為求償事務などは
引き続き業務委託により効率的な運営を図って
いく。

現継 現状継続とする。 2

特定健康診査・特定保健
指導事業

11 国保医療課 43,387 61,661 69,790

　生活習慣病の原因となる「メタボリックシンドローム
（内臓脂肪症候群）」に着目した、特定健康診査・特定
保健指導を40歳から74歳までの被保険者に実施し、疾
病の早期発見、早期治療及び生活習慣の改善を図
る。

現継
　受診率向上のための取り組みを継続し、高血
糖者等重症化予防対象者への保健指導の強
化を図る。

現継 現状継続とする。 2

保健衛生推進支援事業 39 国保医療課 4,922 5,718 5,718

　健康づくりや健康意識の高揚を図るため、地域で推
進する健康増進活動、健康づくり・体力づくりを実施す
る実行委員会等に交付金を交付する。
　また、インフルエンザ予防接種事業（65歳以上の国保
被保険者分）を行う。

現継
　団体補助等により健康増進活動等を行い、健
康意識の啓発を行うことは効率的な事業であ
り、現状継続とする。

現継 現状継続とする。 3

　第２節　地域福祉の推進 170,945 78,720 196,920

　　１　地域福祉推進体制の充実 66,047 66,669 64,978

社会福祉等団体活動支援
事業

40 福祉課 65,878 64,468 64,484

  社会福祉増進のため各種団体へ補助金・交付金を交
付する。
（１）地域福祉の増進を図る。（社会福祉法人北広島市
社会福祉協議会交付金）
（２）民生委員児童委員の資質の向上や活動強化を図
る。（北広島市民生委員児童委員連絡協議会交付金）
（３）犯罪者の更生援護、犯罪予防のための啓発など
の実施。（恵庭地区保護司会北広島分区交付金）
（４）援護施策の情報提供、研修、戦没者追悼慰霊祭
開催。（北広島市遺族会補助金）

現継
　社会福祉、更生保護の推進は重要であり、各
団体の活動を支援するため継続する。

現継 現状継続とする。 3

保健福祉諸計画推進事業 41 福祉課 169 2,201 494

　保健福祉諸計画（北広島市地域福祉計画、北広島市
高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、北広島市
障がい者福祉計画・障がい福祉計画、北広島市次世
代育成支援対策推進行動計画、北広島市健康づくり計
画）の策定及び進行管理（実施状況の把握と評価）を
行う。
　市民及び保健福祉医療関係者による委員会（保健福
祉計画検討委員会）を設置した。

現継
　計画の策定及び事業評価をするもので、現状
継続とする。

現継 現状継続とする。 3

　　２　地域福祉活動の推進 10,098 12,051 11,942
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福祉バス運行事業 80 福祉課 10,098 12,051 11,942

　高齢者の生きがいづくりや障がい者の社会参加、福
祉団体の育成を促進し、福祉の向上を図るため、福祉
バスを運行する。
　車いす用リフトを備えた市所有の車両１台（運行管理
は委託）と、夏期（５～１０月）増車用の借上バス（借上
バス１日最大２台）にて運行する。

現継

　高齢者団体等のニーズが高く、高齢者の生き
がいづくり、障がい者の社会参加や福祉団体
の育成を促進し、福祉の向上を図ることから継
続していく。

現継 現状継続とする。 3

　　３　福祉環境の充実 94,800 0 120,000

福祉センター大規模改修
事業

72
こども発達支援
センター 0 0 0

　福祉センターは築32年が経過したところであるが、平
成20年度に実施した耐震診断では問題点は認められ
ず、適切な改修と維持管理によって、さらに継続して利
用することが可能であることから、建物を継続的に利用
していくための施設設備等の老朽化への対応と、心身
障がい児等の安全と利便性の向上を図るため、大規
模改修を検討する。

現継
　市全体の公共施設の中の福祉センターの位
置づけやあり方の検討を行ないながら事業を
推進する。

現継 現状継続とする。 3

公的介護施設等整備支援
事業

125 高齢者支援課 94,800 0 120,000
　住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるよう
に、介護保険サービスの充実を図るため、公的介護施
設整備に対し交付金を交付する。

現継
・平成26年度は施設整備なし
・平成27年度以降は、第6期介護保険事業計画
において整備計画を策定する。

現継 現状継続とする。 2

　第３節　子育て支援の充実 1,741,533 1,783,368 1,755,539

　　１　子育て環境の充実 1,439,078 1,473,989 1,456,014

子育てガイドブック作成事
業

22 児童家庭課 711 0 769
　子どもの誕生から小学生までの期間における各種の
子育て情報をまとめた子育てガイドブックを配布し、子
育てを支援する。

現継

　平成27年度から開始する子ども・子育て支援
新制度にあわせて利用者支援制度が創設され
ることから、より効果的な周知方法について検
討する。

現継 現状継続とする。 2

子ども・子育て支援事業計
画策定事業

23 児童家庭課 3,028 4,636 343
　待機児童の解消のため、「子ども・子育て支援法」に
基づき、「量の見込み」「確保策」「確保の時期」などを
決定する。

現継
　平成27年4月からの新制度開始に向け、平成
26年度に作成する計画に基づき実施していく。

現継 現状継続とする。 2

児童福祉施設入所措置事
業

46 児童家庭課 412 831 830

①　経済的理由により入院助産を受けることができな
い妊産婦に対し、指定助産施設での入院助産を援助
する。
②　支援の必要な配偶者のない女子等とその者の監
護すべき児童を母子生活支援施設に入所させて保護
するとともに、自立を促進する。

現継

　生活保護受給者及び経済的困窮者には援助
が必要であることから、助産制度を継続する。
　離婚や配偶者からの暴力などにより生活が
困難となった母子の保護と自立支援のため、
母子生活支援施設入所措置事業を継続する。

現継 現状継続とする。 2

広域入所児童委託事業 47 児童家庭課 1,668 1,355 1,261

　保護者が勤務先などの理由により他市町村での保育
所を利用する必要がある場合、保育所所在市町村又
は当該私立保育園と協定及び覚書を締結し、他市町
村の保育所で保育を実施する。

現継
　他市町村へ通勤する保護者にとって必要な
制度である。

現継 現状継続とする。 2

認可外保育園運営費支援
事業

48 児童家庭課 8,430 8,341 6,907
　認可外保育園の経営安定及び地域の要保育児童を
良好な環境で安全に保育し健全育成を図るため、認可
外保育園の運営費を補助する。

現継
　他に保育施設のない西部地区での役割や待
機児童の受け皿としての役割を担っており、補
助は継続すべきである。

現継 現状継続とする。 2
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保育園地域活動事業 50 児童家庭課 458 501 525

　保育所を地域に開かれた社会資源として地域住民に
開放するとともに、保育の環境を向上させるため、地域
の老人クラブとの交流や保育所入所児童と地域の児
童との共同事業など、需要に応じた幅広い活動を行
う。

現継
　参加者の評価は非常に高く、継続すべきと考
える。

現継 現状継続とする。 3

子育て支援短期利用事業 52 児童家庭課 209 450 450

　保護者の諸事情によって児童の養育が困難になった
場合や、配偶者等の暴力によって母及び児童の緊急
保護を必要とする場合、児童養護施設で児童等を一定
期間養育保護することとし、その養育又は保護に係る
費用の一部を助成する。（保護する施設に委託料とし
て支払う。）
　利用期間（一回につき）　ショートステイ事業～７日以
内　緊急一時保護事業～2日以内　トワイライトステイ
事業～1ヶ月以内　（トワイライトステイ事業について
は、平成２３年度より市内施設での対応が可能となっ
た。）

現継

　保護者の諸事情に対応した子育て支援事業
として、また、ＤＶ被害者に対するセーフティー
ネットとしても活用できることから、今後も児童
養護施設と十分協議しながら継続実施する。

現継 現状継続とする。 2

病児緊急預かり事業 53 児童家庭課 1,802 1,865 1,873

　共働き世帯やひとり親世帯の子育てを支援するた
め、会員登録をした利用会員の児童が病気となった
り、利用会員が急な出張になった場合等に、同じく登録
した協力会員が有償ボランティアとして協力会員の家
または利用会員の家で児童を預かる相互援助の事業

拡大

　登録会員は増えているものの、利用料金が
高いこともあり、利用実績が伸び悩んでいるた
め、ひとり親家庭や市民税非課税世帯などの
利用支援を行う。

拡大

ひとり親家庭等の就労環境の整備に寄与する
ことから利用支援は必要と考えるが、支援方法
については効果的かつ効率的となるよう十分
検討すること。

1

ファミリーサポートセンター
事業

54
地域子育て支援
センター 3,100 3,274 3,334

　急な残業で保育園・幼稚園・学童クラブの迎えが間に
合わない時など、働く親の短時間育児援助に対応する
ため、地域において育児の援助を受けたい人と育児の
援助を行える人による会員登録制の相互援助組織に
より、会員の自宅などでファミリーサポートセンター事業
を実施する。（会員登録料：無料、利用料金：30分平日
300円、土日・祝日・年末年始350円）

現継
　保育ニーズに応えるため協力会員の増加を
図る。

現継 現状継続とする。 3

私立認可保育園運営費支
弁事業

55 児童家庭課 429,278 431,570 427,668

　民間法人が保育の実施義務（児童福祉法第２４条）
のある市町村に代わって認可保育施設を運営するた
めの児童福祉法の基準に基づき支弁する。　　（支弁
額　基準額の1/2国・1/4道・1/4市）

現継

　保育の実施義務のある市町村（児童福祉法
第２４条）に代わって民間法人が認可保育園を
運営するための法定支弁であり、現状継続が
妥当。

現継 現状継続とする。 2

私立認可保育園運営費支
援事業

56 児童家庭課 88,797 93,076 83,005
　私立認可保育園の安定経営を支援し児童の良好な
保育環境を確保するため、私立認可保育園に国の特
別保育事業に対する補助及び市単独の補助をする。

現継
　私立保育園の安定経営には不可欠であり、
国の新システムにおいても市内私立保育園は
現状の継続が予定されており、必要と考える。

現継 現状継続とする。 3

保育園一時預かり事業 57 児童家庭課 5,563 5,753 5,777
　保護者の急病、家族の看護、育児疲れなどによる一
時的な保育需要に対応し、地域の子育て支援の充実
を図るため、保育園において一時保育を実施する。

現継
　確実にニーズがあること、ほぼ全ての休日・
祝祭日の利用実績があること等から、継続実
施すべきである。

現継 現状継続とする。 2

保育園民営化・活性化事
業

60 児童家庭課 0 0 0
　運営法人検討委員会を組織し公立保育園の民営化
の実施に向け検討を行い、市立保育園１園を民営化す
る。

見直
し
　子ども・子育て支援事業計画の策定を踏ま
え、今後の方向性を整理していく。

見直
し
子ども・子育て支援事業計画の策定を踏まえ、
今後の方向性を整理すること。

4

児童手当支給事業 61 児童家庭課 883,024 907,946 907,600
　次代の社会を担う児童の健やかな育ちを支援するた
め、支給要件に該当する児童を養育している親に児童
手当を支給する。

現継
　法令で義務付けされた事業であり、現状継続
とする。

現継 現状継続とする。 2

4



25年度 26年度 27年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

26年度　1次評価

平成26年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計
画
事

業
番
号

担当課名
26年度　2次評価

地域子育て支援センター
運営事業

62
地域子育て支援
センター 12,486 14,244 15,520

　地域の家庭の孤立化を防ぎ、子育てに関する不安感
や負担感の軽減を図るため、子育て中の保護者を支
援し、親子の触れ合いの場と親同士の子育ての情報
交換の場を提供し、地域子育て支援センター事業を運
営する。子育て中の子育ての保護者同士の出会いとつ
ながりを大切にし、地域の子育て仲間と楽しく子育てに
取り組めるように支援する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 2

シルバー子育てサポート事
業

66
地域子育て支援
センター 112 147 152

　核家族化や地域コミュニティの希薄化などにより、家
庭の育児力の低下が見られる中、子育て中の親子と
豊かな知識や経験をもつシルバー子育てサポーターが
交流し、子育て相談や昔あそびの伝承などを通して豊
かな子育てを行う事ができるようにすすめていく。また、
サポーター自身の「生きがい」や健康増進を図っていく
ことを目指す。

現継 　事業の方法や方向性を現状のままとする。 現継 現状継続とする。 3

　　２　ひとり親家庭への支援 278,694 287,987 278,115

児童扶養手当支給事業 63 児童家庭課 263,005 269,616 265,450
　離婚等により父子・母子家庭となった世帯の生活の
安定及び児童の福祉向上を図るため、父又は母（養育
者）に児童扶養手当を支給する。

現継
　離婚率が高止まりしていることや未婚出生に
よる母子家庭増加もあり、必要性・重要性が増
している経済支援制度である。

現継 現状継続とする。 2

ひとり親家庭支援事業 64 児童家庭課 13,107 15,778 10,050

　ひとり親家庭の生活の安定のため次の支援を行う。
①一時的に生活援助又は子育て支援が必要なひとり
親家庭に対し、家庭生活支援員派遣による食事づくり
等の支援を行う。（ひとり親家庭日常生活支援事業実
施要綱）
②母子家庭の母の就業を支援するため教育訓練給付
金を支給する。（母子自立支援教育訓練給付金事業実
施要綱）
③母子家庭の母が看護師・保育士・作業療法士等の
資格取得のため、２年以上の養成課程で修業する場合
に　等技能訓練促進費等給付金を支給する。（高等技
能訓練促進費等事業実施要綱）

現継

 高等技能訓練等の給付金は雇用の安定に結
びついており、家庭生活支援員派遣も年による
変動はあるが、一定のニーズがある。このた
め、各種相談や児童扶養手当の申請、現況届
通知の機会を活用して制度の周知、ニーズの
掘り起こしに努め、ひとり親家庭への支援を継
続する。

現継 現状継続とする。 2

母子自立支援相談事業 65 児童家庭課 2,582 2,593 2,615

　母子家庭等及び寡婦の福祉の増進を図るため、母子
自立支援員が母子家庭等と寡婦の住宅・家庭紛争・医
療・子育て等の生活や求職活動・就業、経済支援等の
問題に関し、必要な相談、指導、支援を行う。また、ＤＶ
被害者に関する相談、支援を行う

現継

　母子家庭等の生活一般相談・就職相談・母子
福祉資金の貸付相談・DV相談と多種多様な内
容で多くの相談件数があり、関係機関との連携
を強化しながら継続して実施する。

現継 現状継続とする。 2

　　３　児童の健全育成 15,005 9,221 9,222

児童館整備事業 18 児童家庭課 6,275 0 0
　次代を担う児童が健やかに成長するための環境づく
りとして、各地域に健全育成の拠点となる児童館を設
置する。

現継

　子どもたちが遊びや学習を通じて健やかに成
長できる場として、各地域で児童館の整備が望
まれており、未整備地域に整備する必要があ
る。

現継
現状継続とする。未整備地域（東部、西の里）
への整備について、運営体制も含め引き続き
検討すること。

3

5
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家庭児童相談室運営事業 69 児童家庭課 5,238 5,218 5,345

　 適正な児童養育の確保、要保護児童等の福祉の向
上のため、家庭児童相談員が児童の虐待、養育問題
など家庭だけでは解決できない問題等について専門的
相談支援や指導などを行う。

現継

　児童虐待通報による４８時間以内の安全確
認や要保護児童とその家庭への支援検討、養
育問題などの相談において、関係機関との連
携や実務者の研修を強化するとともに、児童虐
待防止の広報啓発活動を推進する。

現継 現状継続とする。 2

子どもの権利擁護事業 17 児童家庭課 3,492 4,003 3,877

　北広島市子どもの権利条例に基づき次の事業を実施
する。
1　侵害された子どもの権利回復のために相談・支援を
行う救済委員会の運営　　（救済委員３名、相談員１
名）
2　子どもの権利推進計画や子どもの権利に関する施
策について審議する子どもの権利推進委員会の運営
（推進委員１０名以内）
3　子どもの権利に関する広報啓発活動

現継
　相談に対する助言や支援だけでなく、市長に
対し必要な措置を求めることができる唯一の機
関であることから、継続して実施する。

現継 現状継続とする。 2

　　４　療育指導の充実 8,756 12,171 12,188

こども発達支援事業 73
こども発達支援
センター 8,756 12,171 12,188

　発達の遅れや偏り、障がいのある子どもに対し「気に
なる」段階から、子どもに対しての直接支援、家族や地
域を含めた間接支援を行うなど、早期発見・早期療育
の専門的支援を推進する。

　（１）児童発達支援・放課後等デイサービス　（心身に
発達の遅れや障がいを持つ子どもたちの通所支援）
　（２）こども相談支援　（基本相談や障がい児相談支
援、地域関係機関支援）

現継

　こども相談支援を拡大して、スムーズな相談
支援や通所利用支援を進めてきている。今後
は、保育所等訪問支援事業実施に向けて、関
係機関への周知等を進めていく。

現継 現状継続とする。 2

　第４節　障害福祉の充実 1,476,864 1,573,169 1,833,019

　　１　地域生活支援の充実 1,424,887 1,517,130 1,773,553

障がい者自動車運転免許
取得・改造事業

74 福祉課 0 400 400
　障がい者の社会参加の促進、就労支援を図るため、
自動車運転免許取得や自動車の改造に要する経費へ
の助成を行う。

現継

　免許取得及び自動車改造費の助成は、障が
い者の社会参加を促進し、自立した地域生活
を支援するものであることから、継続してサービ
スを提供する。

現継 現状継続とする。 2

障がい者地域活動支援セ
ンター事業

75 福祉課 25,581 25,500 25,597

　障がい者の社会参加や自立の促進を図るため、障が
い者地域活動支援センターとして創作活動、生産活動
及び日中活動を行う法人に対し、運営にかかる経費を
支援する。

現継

　一般就労や福祉的就労に至らない障がい者
の日中活動等に重要な事業であり、今後も各
センターの事業内容により市の補助基準との
整合性を図り支援する。

現継 現状継続とする。 2

移送サービス事業 78 福祉課 7,097 7,336 7,440
  一般の交通機関を利用することが困難な在宅の重度
身体障がい児・者及び高齢者に対し、医療機関への通
院、入退院及び装具等の判定機関への送迎を行う。

現継
　一般の公共交通機関を利用することが困難
な障がい児・者及び高齢者に対するサービスで
あり、継続してサービスを提供する。

現継 現状継続とする。 3

6
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障がい福祉サービス等事
業

82 福祉課 1,224,228 1,298,411 1,548,747

　障がい児・者、難病患者の地域生活と社会参加を促
進するため、ヘルパーによる介護、施設や事業所で各
種のサービスを提供し、自立した生活を支援する。（就
労・作業・創作活動、就業訓練、リハビリ、児童の療
育、施設への入所・短期間の入所、共同生活住居な
ど）

現継
　障害者総合支援法・児童福祉法に基づく法定
事業であり、継続してサービスを提供する。

現継 現状継続とする。 2

障がい者補装具支給事業 84 福祉課 24,097 25,293 25,967

　日常生活の負担を軽減し安定と利便を図るため、身
体障がい児・者に補装具（補聴器、電動車いす、車い
す、歩行器、義肢、装具、座位保持装置等）の給付また
は修理を行う。

現継
　補装具の給付は、日常生活を支えるため、障
害者総合支援法に義務付けられた事業であ
り、今後も継続してサービスを提供する。

現継 現状継続とする。 2

自立支援医療給付事業
（更生医療・育成医療）

85 福祉課 36,376 44,810 50,704

　身体障がい者が、自立した日常生活または社会生活
を営むことができるよう、その障がいの除去、軽減を図
るために必要な医療に要する費用を助成する。（更生
医療）

　障がい児や医療行為を行わなければ将来障がいを
残すと見込まれる児童が、手術等の治療によって確実
にその身体障がいを除去、軽減する効果が期待できる
場合の医療に要する費用を助成する（育成医療）

現継
　法令で義務付けされた事業であり、現状継続
とする。

現継 現状継続とする。 2

障がい者地域生活支援給
付事業

86 福祉課 51,258 54,692 56,041

　障がい児・者の地域生活及び社会参加を促進するた
め、ヘルパーが付き添い外出を支援する移動支援、施
設において一時預かりや入浴を行う日中一時支援、低
額な料金で居住の場を提供する福祉ホーム事業につ
いて給付を行う。

現継
　障がい児・者の自立した地域生活を支援する
事業であり、継続してサービスを提供する。

現継 現状継続とする。 2

障がい者相談支援事業 87 福祉課 31,925 33,471 33,567

　障がい児・者が自立した生活を営むことができるよ
う、障がい児・者、保護者又は介護者の相談支援を行
う。生活支援、就労支援、権利擁護（成年後見制度利
用や障がい者虐待）に関する相談業務等を行う。
　また、北広島市障がい者自立支援協議会において、
相談支援事業の運営に関する協議や関係機関による
ネットワークの構築等に関する協議を行う。

現継

　障がい者数は年々増加する見込みであり、求
められる支援も多様化していることから、相談
支援事業の役割はますます重要である。関係
機関による連携体制の構築や障がい者雇用の
拡大等に向けて、障がい者自立支援協議会等
を活用しながら協議していく。

現継 現状継続とする。 2

障がい者日常生活用具給
付等事業

88 福祉課 19,637 18,109 19,346
　日常生活の円滑化と利便性を向上し、家族の負担を
軽減するため、重度障がい児・者、難病患者に日常生
活用具を給付する。また、自助具を給付する。

現継

　障害者総合支援法に基づく地域生活支援事
業の必須事業であり、障がい児・者の在宅生
活を支援するものであり、継続してサービスを
提供する。

現継 現状継続とする。 2

障がい者コミュニケーショ
ン支援事業

89 福祉課 4,431 5,826 5,234

　聴覚、言語機能、音声機能、視覚障がい者が日常生
活を円滑に行えるように、意思疎通支援者（手話通訳・
要約筆記）の派遣、点字・声の広報の発行などを行う。
また、手話奉仕員等の養成講座を実施する。

現継

　コミュニケーションを図ることが困難な方を支
援するものであり、障害者総合支援法に基づく
地域生活支援事業の必須事業であることか
ら、継続してサービスを提供する。

現継 現状継続とする。 2

7
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障がい者医療的ケア支援
事業

106 福祉課 257 510 510

　日常的にたん吸引や胃ろう管理などの医療的ケアを
必要とする在宅の重症心身障がい児・者について、地
域活動支援センターや日中活動を行う場所へ看護師を
派遣し、医療的ケアを行い、重症心身障がい児・者の
社会参加を保障するとともに、家族の負担軽減を図
る。

現継
　重症心身障がい児・者の社会参加の促進及
び保護者の負担軽減に有効であり現状継続と
する。

現継 現状継続とする。 2

障がい者福祉電算システ
ム更新・改修事業

108 福祉課 0 2,772 0

　障がい者制度改革に対応した各種サービスを提供す
るため、機器やソフトウェアの保守・サポート期限が切
れる現システムを更新し、新たな障がい者福祉総合シ
ステムを構築する。

終了
　制度改正に対応したシステムの運用が図ら
れた。

終了
制度改正に対応したシステムの運用が図られ
た。

-

　　２　社会参加の促進 51,977 56,039 59,466

障がい者等交通費助成事
業

79 福祉課 13,880 14,312 14,548
　重度障がい児・者の外出支援と負担軽減を図るた
め、タクシー利用費用または自動車燃料費用の一部を
助成する。

現継
　外出の負担軽減を図ることにより、障がい児・
者の社会参加につながる事業であり、助成額
等も現状維持で継続してサービスを提供する。

現継 現状継続とする。 2

障がい者雇用創出事業 83 職員課 8,646 11,174 13,129

　「障害者の雇用の促進等に関する法律」の趣旨に基
づき、障がいのある方が自立して健やかに暮らせるよ
うに支援するため、就労に必要な知識、能力の習得を
するために、その意欲や能力に応じた就労の場を提供
するものである。

現継

　当市非常勤職員任期満了後、一般企業等へ
の就職につながるよう関係機関・関係部署等
の連携を通じて、障がい者就労に関する情報
共有を図るとともに、日常の業務内容を精査
し、個々のスキルアップを図っていく必要があ
る。

現継 現状継続とする。 3

精神障がい者社会復帰訓
練通所交通費助成事業

91 福祉課 2,941 2,977 3,089

　精神に障がいがある方の日中活動を支援し、社会復
帰及び社会参加を促進するため、社会復帰施設等に
通所する際の公共交通機関の交通費を支援する。（身
体障がい者及び知的障がい者には公共交通機関の割
引制度がある。

現継
　本助成事業は、他の障がい種別との公平性
を図っているものであり、制度が確立するまで
は継続して事業を実施する。

現継 現状継続とする。 2

特別障害者手当等支給事
業

93 福祉課 24,879 25,930 27,054
　重度障がい児・者等の生活の安定を図り、各種福祉
サービスの利用を促進するため、手当を支給する。

現継
　法令で義務付けされた事業であり、現状継続
とする。

現継 現状継続とする。 2

障がい者施設開放等支援
事業

94 福祉課 908 923 923

　夏季長期休暇中及び年末時期において、障害者支
援施設の一部開放や、レクリエーション施設等の活用
により、障がい児・者の体験活動及び日中活動を行
い、障がい児・者の社会参加の促進、保護者の負担軽
減をはかる。また、事業の実施にあたっては、市民ボラ
ンティアに参画してもらい、障がい福祉に対する市民の
理解を深めることを目的とする。

現継

　夏季長期休暇及び年末時期の開放等事業の
実施は、大変好評であり、事業の実施にあたっ
ては市民ボランティアを活用するなど、市民等
への障がい福祉の理解に大きく貢献しているこ
とから、今後も継続して事業を実施する。

現継 現状継続とする。 3

障がい者団体活動支援事
業

95 福祉課 723 723 723
　障がい児・者の団体活動を活性化し社会参加と自立
の促進を図るため、障がい者団体の活動を支援する。

現継

　各団体の活動内容について妥当性や必要性
の検証を行ったが、活動内容は障がい児者の
安心した地域生活に必要である。また、障がい
者総合支援法市町村地域生活支援事業にお
いて、障がい当事者や保護者が主体的に行う
事業が必須化されている。

現継
現状継続とする。特定の者のみでなく多くの障
がい者や地域住民等が関わるような事業とな
るよう、工夫すること。

3
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25年度 26年度 27年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

26年度　1次評価

平成26年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計
画
事

業
番
号

担当課名
26年度　2次評価

　第５節　高齢者福祉・介護の充実 162,203 192,370 197,782

　　１　生きがいと社会参加の促進 20,014 25,690 22,772

高齢者保健福祉計画・介
護保険事業計画策定事業

97 高齢者支援課 1,670 4,219 0

　高齢者保健福祉計画・第5期介護保険事業計画は、
「住み慣れた地域でのニーズに応じた切れ目ないサー
ビスの提供」・「地域支え合い体制づくり」・「高齢者の社
会参加の促進」を基本目標に介護保険事業の適切か
つ円滑な運営と高齢者に関する各種保健施策を推進
するもの。
　また、この計画は、平成２４年度を初年度とし、平成２
６年度を目標年度とする計画としている。
　老人福祉法第２０条の８第１項、介護保険法法第１１
７条第１項及び同条第４項に基づき、平成27年度から
平成29年度までの高齢者の日常生活支援事業や介護
施設の供給体制の確保に関する計画を策定する。

現継
　平成26年度には、平成27年度から3年間の高
齢者保健福祉計画・第6期介護保険事業計画
を策定する。

現継 現状継続とする。 3

長寿祝福事業 98 高齢者支援課 500 822 1,100
　長寿を祝福するとともに、社会に貢献した労をねぎら
うため、祝金を贈呈する。

現継
　長寿を祝福し、社会貢献をねぎらうお祝い金
の贈呈は意義深いことから、現状継続とする。

現継 現状継続とする。 3

ミニデイサービス支援事業 99 高齢者支援課 4,937 4,906 5,446
　高齢者を対象とした地域福祉活動を推進するため、ミ
ニデイサービスを実施する団体に会場費やボランティ
ア保険費用などを助成する。

現継

　高齢者を対象とした健康の保持や閉じこもり
防止につながる取り組みを行うボランティア団
体を支援し、生きがいと社会参加の促進を図
る。

現継 現状継続とする。 2

ふれあい温泉事業 101 高齢者支援課 8,727 11,329 11,841

　65歳以上の高齢者に対し、社会参加の促進及び交
流機会の提供を図り、温泉の効用による健康増進や介
護予防のため温泉施設の入浴助成を行う。また、老人
クラブなどの団体に対し、健康にかかる講話や健康相
談を実施する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

介護支援ボランティア事業 103 高齢者支援課 0 405 401
　介護予防の推進を目的に、ボランティア活動を通し
て、地域の社会参加活動への貢献を支援する。

現継
　新規事業のため実績内容等により課題、問
題点を精査し改善点があれば見直しを行う。

現継 現状継続とする。 3

高齢者サービスガイド作成
事業

112 高齢者支援課 445 645 655

　高齢者が地域で安心して暮らせるよう適切な介護な
どのサービスの利用、各種福祉制度・相談窓口、社会
参加への促進などを紹介したガイドブックを作成し、高
齢者に配布する。

現継
　高齢者への情報提供は必要であり、継続して
実施する。また、有料広告掲載の募集につい
ても引き続き行う。

現継 現状継続とする。 3

老人クラブ活動支援事業 117 高齢者支援課 3,735 3,364 3,329

　高齢者の知識及び経験を生かした生きがいと健康づ
くりの活動を支援するため、老人クラブ連合会に補助
金を交付する。（各地区の老人クラブ（単位老人クラブ）
は、連合会から支援される。）
　また、新設の老人クラブに対し、備品を貸与する。

現継

　老人クラブ連合会等の活動は、生きがいづく
り活動や高齢者の社会参加の促進などに多い
に貢献していることから継続する。なお、活動
内容の見直し等会員増加に努める。

現継 現状継続とする。 3

　　２　介護予防と自立の支援 33,863 38,763 40,231

9



25年度 26年度 27年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

26年度　1次評価

平成26年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計
画
事

業
番
号

担当課名
26年度　2次評価

介護予防推進事業 114 高齢者支援課 18,143 19,732 19,690

　要介護状態の防止のため、高齢者支援センター等に
よる出前講座、訪問活動などにより、介護予防対象者
を把握するとともに、高齢者の健康維持・増進を図るた
め、生活習慣病予防等の講演会、転倒予防のための
健康運動教室、認知症予防のための脳の健康教室な
どを開催する。
　また、60歳以上の男性を対象に、調理実習など家事
全般の講話や実技などを行うことにより、自立した生活
が送れるよう生活講座を実施する。

現継

　住み慣れた地域で自立した生活が続けられ
るよう、介護状態となることを予防する。また、
介護予防に関する知識の普及・啓発を行い、
自発的な介護予防に関する活動が地域で広ま
るよう、事業を継続して実施する。

現継 現状継続とする。 2

二次介護予防事業 121 高齢者支援課 15,720 18,581 20,091

　介護が必要な状態になるおそれの高い高齢者を対象
に、生活機能の維持・向上・改善につなげる各種事業
を実施する。また、孤立感の解消や、自立生活の支援
を図るため、生きがいデイサービスを実施する。

現継

　介護保険制度の運営上、介護が必要な状態
にならないこと、または少しでも遅らせる必要性
は高い。改めて、利用しやすい効果的な実施
方法を検討しながら、介護予防の推進を図る。

現継 現状継続とする。 2

介護予防住宅改修事業 138 高齢者支援課 0 450 450

　介護保険の要介護認定は非該当で自立しているもの
の生活機能の低下があり、転倒の危険が心配される二
次予防事業対象者と認定された高齢者等が、手すりや
段差解消などの住宅改修を行う際の費用を助成する。

現継
　二次予防事業対象者が、自立した在宅生活
を送るために有効な住宅改修を支援するため
現状継続とする。

現継 現状継続とする。 3

　　３　介護サービスの充実 9,622 12,321 12,454

介護従事者フォローアップ
研修事業

137 高齢者支援課 140 250 250
　市内の介護事業所の機能充実や介護サービスの充
実を図るため、従事者の相互連携、情報交換、資質の
向上のための研修会を実施する。

現継

　見直しを検討したが、介護保険事業の円滑な
運営推進のための体制作り、さらには現在社
会的な問題となっている介護従事者の離職率
の改善や介護サービスの質の向上に寄与する
ものと判断し、現状継続とする。

現継 現状継続とする。 3

住宅改修介護サービス事
業

139 高齢者支援課 158 300 300

　住宅改修を円滑に推進するため、介護支援専門員
（ケアマネジャー）業務のうち介護報酬対象外である住
宅改修申請書に添付する理由書作成業務に対し、手
数料を支援する。

現継

　在宅生活を継続するうえで重要なサービスの
１つである住宅改修を円滑に進めるため、各事
業者の果たす役割が重要であることから、継続
して実施する。

現継 現状継続とする。 3

家族介護支援事業 140 高齢者支援課 9,123 11,307 11,440

　介護する家族の労をねぎらうための介護慰労金の支
給、高齢者等が健全で安らかな生活を営むことができ
るよう紙おむつの費用の一部助成、一時帰宅中に利用
する居宅サービスに係る費用の一部を助成し、家族の
負担軽減を図るとともに在宅生活の向上や支援を図
る。また、高齢者を介護している家族のため、介護知識
の普及を行う。

現継
　介護する家族の介護負担を軽減するととも
に、高齢者の在宅生活の向上を図るために必
要な事業である。

現継 現状継続とする。 3
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25年度 26年度 27年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

26年度　1次評価

平成26年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計
画
事

業
番
号

担当課名
26年度　2次評価

介護サービス利用者負担
額軽減事業

144 高齢者支援課 201 464 464

　65歳到達によって障害者自立支援法の対象から介
護保険法の対象へ移行することとなり、移行前まで自
己負担なしで利用できたサービスが移行後は自己負担
（1割）が生じるので、負担軽減のため助成する。
　生活困窮者に対し利用者負担額を軽減することによ
り、介護サービスの利用促進が図られることを目的とし
て、社会福祉法人に助成している。

現継
　障がい者および生活困窮者が必要な介護
サービスの提供を受け続けられるよう、事業を
継続する。

現継 現状継続とする。 2

　　４　地域支援体制の推進 98,704 115,596 122,325

高齢者支援サービス事業 118 高齢者支援課 26,767 33,487 35,872
　高齢者が在宅で安心して日常生活を送ることを支援
するため、介護保険サービス以外の事業を実施する。

現継
　現状継続とするが、受益者負担割合について
は検討課題とする

現継
現状継続とする。受益者負担割合について検
討すること。

3

地域包括ケア推進事業 127 高齢者支援課 8 224 109

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ
る地域づくりのため、４地区の高齢者支援センターが地
域ケア会議（地域たすけあい会議）を開催する。また、
各地区の地域ケア会議（地域たすけあい会議）構成員
の知識向上、情報交換、啓発活動のため市にて全体
会を開催する。

現継
　地域ケア会議（地域たすけあい会議）の法制
化に伴い今後のあり方について検討し見直し
ていく必要がある。

現継 現状継続とする。 3

高齢者総合相談支援事業 128 高齢者支援課 9,961 14,627 16,268
　高齢者やその家族が安定した生活を送ることができ
るように、健康や生活、福祉、介護に関する相談を行
う。

現継

　今後も高齢者健康データバンクを活用して高
齢者支援センターと情報共有を図りながら、高
齢者の多様な相談に継続的、包括的に対応す
る。

現継 現状継続とする。 2

地域包括支援センター運
営事業

130 高齢者支援課 53,816 57,691 60,349

　高齢者の心身の健康保持及び生活の安定のため、
保健医療福祉制度や介護保険サービス・地域の社会
資源等の活用・調整を行い、高齢者の在宅生活を支援
する。

現継

　法令上市町村で設置することが義務付けされ
ている。また包括ケアシステムを推進するため
の中核機関として役割を果たすことから、現状
継続とする。

現継 現状継続とする。 2

高齢者虐待防止ネットワー
ク事業

131 高齢者支援課 29 141 142
　高齢者及び養護者の権利が擁護され、住み慣れた地
域で尊厳ある暮らしを維持できるよう、高齢者虐待の防
止と早期発見・早期対応を図る。

現継
　現状継続とするが、虐待防止や事業のさらな
る周知活動を進めていく。

現継 現状継続とする。 2

地域支え合い体制づくり事
業

132 高齢者支援課 7,955 8,030 8,343

　地域包括ケアを推進するため、認知症地域支援推進
員を配置、さらに認知症高齢者と家族を支援するため
の認知症支え合い員を育成し、家庭への派遣、相談体
制の充実、関係機関との支援ネットワークの構築によ
り認知症の高齢者及びその家族を総合的に支援する。

現継

　今後も、高齢者が住みなれた地域で安心した
生活を続けるためには地域包括ケアを推進す
ることが必要である。市内の各事業所や自治
会、老人クラブ等へチラシ配布や面談を実施
し、周知活動を図る。

現継 現状継続とする。 2

成年後見制度利用支援事
業

141 高齢者支援課 62 1,133 972

　判断能力が不十分な高齢者が不利益を被ったり、悪
徳商法の被害者となることを防ぎ、財産管理や日常生
活における契約を行うときなどの権利を擁護し、安心し
て生活できるよう支援する。

現継

　市民後見人養成研修修了生のフォローアップ
の実施と（仮称）権利擁護支援センター設立に
むけた権利擁護支援体制の充実にむけて十分
な検討を図る。

現継 現状継続とする。 3

認知症支え合い事業 149 高齢者支援課 106 263 270

　認知症の方が住み慣れた地域で安心した在宅生活
を送るため、徘徊時に対応するGPS通信端末の費用助
成や関係機関の協力のもとでのSOSネットワーク体制
づくりを進める。また、地域での認知症理解を深めるた
め、団体等に対して認知症サポーター講座を開催す
る。

現継

　高齢社会の進展により、認知症高齢者の増
加が見込まれており、認知症の方が住み慣れ
た地域で安心して生活するために必要なサー
ビスであり、継続して実施する。

現継 現状継続とする。 3
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25年度 26年度 27年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

26年度　1次評価

平成26年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計
画
事

業
番
号

担当課名
26年度　2次評価

　第６節　社会保障制度の充実 1,334,594 1,367,258 1,426,020

　　１　低所得者援護の充実 1,053,974 1,050,620 1,036,183

住宅支援給付事業 133 福祉課 1,249 1,533 1,793

　国の離職者に対する支援対策の一環として、離職者
の生活の安定と求職活動支援の拡充・強化のため、対
象者に生活保護の住宅扶助基準額と同額を最長9か
月間給付する。国の要請により全国で実施されている
事業である。（実施主体は福祉事務所）

現継
　国の要請により全自治体が実施する事業で
あり、現状継続とする。

現継 現状継続とする。 2

生活保護費等支給事業 142 福祉課 1,052,725 1,049,087 1,034,390

　最低生活を保障するとともに、自立を助長するため、
困窮の程度に応じ必要な支援を行う。
　また、永住帰国した中国残留邦人等の自立の助長の
ため、支援給付費の支給を行う。

現継 　国の法定受託事務として継続する。 現継 現状継続とする。 2

　　２　医療援護の推進 280,620 316,638 389,837

重度心身障がい者医療費
助成事業

145 国保医療課 140,742 155,809 168,382
　心身に重度の障がいを持つ方に対して、保健の向上
及び福祉の増進、経済的負担の軽減を図るため、医療
費の一部を助成する。

現継
　医療費の助成により、重度心身障がい者の
保健の向上に資し、福祉の増資が図られること
から現状継続とする。

現継 現状継続とする。 2

ひとり親家庭等医療費助
成事業

146 国保医療課 25,081 30,988 37,696
　ひとり親家庭等の健康の増進や経済的負担の軽減を
図るため、医療費の一部を助成する。

現継

　対象者は限定されているが、医療費の助成
により、ひとり親家庭等の保健の向上に資し、
福祉の増進が図られることから、現状継続とす
る。

現継 現状継続とする。 2

子ども医療費助成事業 147 国保医療課 112,627 125,495 177,240
　乳幼児等の疾病の早期受診、早期治療を促進し、保
健の向上及び福祉の増進、経済的負担の軽減を図る
ため、医療費の一部を助成する。

現継

　医療費助成は、子どもの保健の向上及び福
祉の増進、経済的負担の軽減に資するため継
続した取り組みが必要である。また、社会情勢
の変化や、少子化などの状況から医療費助成
の拡大、子育て環境の充実の要望も高く、子ど
もの健やかな成長と子育て環境の充実に資す
るため、小学生の通院時自己負担の助成につ
いて平成２７年４月から拡大予定である。

現継 現状継続とする。 2

未熟児養育医療給付事業 12 国保医療課 1,284 3,349 5,549
　医療を必要とする未熟児に対して、養育に必要な医
療の給付を行うことにより、乳児の健康管理と健全な
育成を図る。

現継
　法令で義務付けされた事業であり、現状継続
とする。

現継 現状継続とする。 2

重度心身障がい者等
通院交通費助成事業

148 国保医療課 886 997 970
　経済的負担を軽減し、福祉の増進を図るため、通院
等に要する費用の一部を助成する。

現継
　医療費受給者の慢性疾患等による通院費用
等の経済的負担を軽減し福祉の増進を図るこ
とから、事業を継続する。

現継 現状継続とする。 3

第２章　人と文化を育むまち 725,516 1,078,386 1,064,916

387,678 267,095 277,984

　　１　幼児教育の振興・充実 92,806 107,625 96,488

　第１節　「生きる力」を育む学校教育の推進
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幼稚園就園奨励費事業 200 児童家庭課 84,506 99,431 88,294
　私立幼稚園に通園する市内在住園児の保護者に入
園料、保育料等の減免措置を行う幼稚園の設置者に
対し減免措置分を支援する。

現継

　国の進める子育て支援新制度が平成27年度
から開始される予定で、施設型給付へ移行す
る幼稚園は本補助対象外となるため、事業費
は減少する可能性がある

現継 現状継続とする。 2

幼稚園就園準備支援事業 201 児童家庭課 1,254 1,148 1,148
　幼稚園が実施する満2歳児を対象とした子育て支援
事業に参加する保護者の負担を支援する。

現継
　市単独事業であるが、子育て支援の一つとし
て定着している事業であり、現状継続とする。

現継 現状継続とする。 3

幼稚園協会連携事業 202 教育総務課 160 160 160
　市内私立幼稚園８園の連携、協力体制を強化し、幼
児教育の振興を図るため、幼稚園協会を支援する。

現継

　市内私立幼稚園の連携により、幼児教育の
資質向上が図られ、また、小学校への入学を
スムーズにさせることが見込まれること、また、
育成型の補助金ではあるが、子どもを取り巻く
情勢は常に変化しており、交付金的要素の強
い補助金であることから今後も継続する。

現継 現状継続とする。 3

幼稚園振興事業 203 教育総務課 6,886 6,886 6,886
　幼児教育の振興と保護者の負担軽減を図るため、幼
稚園教員研修、教材教具の整備並びに障がい児の受
け入れに係る人件費等の経費を助成する。

現継

　幼稚園教育の振興と保護者の負担軽減を図
るため、継続していくことが必要である。
　事業内容については、交付基準により補助金
を交付している。

現継 現状継続とする。 3

　　２　豊かな心を育む教育の充実 26,741 28,839 29,858

心の教室相談事業 250 青少年課 6,190 6,292 6,289

　児童生徒の問題行動の抑制やいじめの未然防止と
早期発見を図るため、市立小中学校に相談員を配置し
て、児童生徒等の悩みや不安、ストレス等の解消を図
る。

現継

　児童生徒等の悩みや不安、ストレス等の解消
を図るとともに、いじめや不登校の未然防止と
早期把握に努めるため、心の教室相談員の配
置を継続する。

現継 現状継続とする。 3

創意工夫展・書写展事業 252 青少年課 179 183 185
　科学技術への興味関心を高め児童生徒の創意・創
造性の育成と、日本伝統の毛筆・硬筆を通じて児童生
徒の個性の伸長と豊かな情操を養う。

現継
　児童生徒の情操を養い、創造性を育成する
ための事業であることから継続する。

現継 現状継続とする。 3

学校教育振興事業 301 教育総務課 7,534 7,534 7,534

　児童生徒の「生きる力」を育み、自ら課題を見つけ、
主体的、創造的に取り組む資質を養う総合学習や、学
校の創意工夫を活かした特色ある学校づくり、職業体
験を通して社会人としての自立意識を育てるインターン
シップ事業を推進するため、各校の教育振興協議会に
補助金を交付する。

現継

　児童生徒の学習意欲の向上を図るためには
必要な事業であり、各学校では創意工夫をした
事業が展開され、特色ある教育活動や地域と
の連携強化にもつながっていることから今後も
継続していく。他の事業との関連を図りながら
より効果的に活用するため検討していく必要が
ある。

現継

現状継続とする。教育活動や地域との連携の
ための補助という類似性があることから、学校
支援地域本部事業の学校支援ボランティア運
営費交付金と本補助金との統合による予算の
有効活用を検討すること。

3

心の教育推進事業 302 学校教育課 1,501 56 80

　子どもたちに基本的な生活習慣や規範意識を身に付
けさせるとともに、自尊感情や他人への思いやり、生命
を尊重する心、公共の精神など、道徳の時間などを中
心にした豊かな心を養う教育の充実に取り組む。

現継

　文部科学省は「道徳」の教科化を検討してお
り、その内容によっては現在作成している福祉
読本の作成、準教科書の購入も変更していか
なければならない。

現継 現状継続とする。 3
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学校図書館活用事業 303 学校教育課 11,337 14,774 15,770

　児童生徒の読書活動や自発的・主体的学習の拠点と
なるように学校図書館を整備し、学校における児童生
徒の読書活動の推進を図る。また学校図書館管理を
電算データベースで管理できるようにし、学校図書セン
ターを拠点として学校図書の充実を図る。

現継
　学校司書３名を配置し、学校図書館の活性化
を推進する。

現継
現状継続とする。学校司書については追加配
置による効果について検証すること。

3

　　３　確かな学力を育てる教育の充実 7,792 7,862 7,857

学校教育相談員活用事業 304 学校教育課 2,473 2,495 2,490

　教育委員会事務局に学校教育相談員を配置し、小中
学校における教育課程や各学校における課題に対す
る指導助言、その他専門的な指導をすることにより、適
切かつ円滑な学校運営を図る。

現継

　市全体または各学校ごとに独自の教育課題
があり、その課題解決に向けた助言、研修計
画の立案などを行うために、学校教育に対する
専門的知識を有する経験豊富な人材を継続し
て配置する必要がある。

現継 現状継続とする。 3

学力向上推進事業 306 学校教育課 5,319 5,367 5,367

　市全体の学習状況を捉え、児童生徒の学習の課題を
明らかにするため標準学力テストなどを実施する。結
果を基に、子どもの学習意欲を高める指導内容や個に
応じた指導方法の工夫・改善を行い、学力の向上を図
る。

現継
　児童生徒の学力状況を経年で把握し、分析
結果をその後の指導に生かすことは必要であ
り、継続して実施する。

現継 現状継続とする。 3

　　４　健やかな体を育てる教育の充実 10,969 12,006 13,639

学校給食衛生管理事業 207
学校給食セン

ター 2,539 6,569 7,702
   安心・安全な給食を提供するため、衛生管理面で懸
念される老朽化した設備機器類を整備・更新し、徹底し
た衛生管理対策を実施する。

現継
　給食の衛生管理を良好に維持するために
は、老朽化した施設設備機器類を計画的に更
新していく必要がある。

現継 現状継続とする。 2

食に関する指導の推進事
業

208
学校給食セン

ター 55 58 558

　児童・生徒に自分で健康を考える力を育み、将来に
わたって健康な生活が送れるように食の指導の充実を
図る。
また、家庭・地域と連携を図った取組の充実を図る。

現継

　児童・生徒が生涯にわたって健康を維持して
いくためには、学校給食を通して自分で自分の
健康を考える力を育てることにあり、食に関す
る指導の充実が大切である。
　食に関する指導を効果的に進めていくために
は、「食の課題と指導の手引き」に基づき食指
導を継続的にしていく必要がある。

現継 現状継続とする。 3

中学校体育連盟支援事業 223 教育総務課 3,279 3,279 3,279

　中学校体育連盟が実施する市内、管内大会を通じ
て、中学生の体位、体力の向上、スポーツに対する意
識の向上と心身の健全な育成を図るため、交付金を交
付する。

現継
　生徒の体力の向上とスポーツの振興のため
継続する。

現継 現状継続とする。 3

全国全道中体連・中学校
文化部活動大会出場支援
事業

225 教育総務課 5,096 2,100 2,100

　北広島市立中学校の生徒が、日本中学校体育連
盟、北海道中学校体育連盟が主催する大会に出場す
る場合や、予選大会を経て全道規模以上の文化部活
動大会等に出場する場合にその派遣に要する費用の
一部を助成する。

現継
　部活動の推進、保護者の負担軽減を図るうえ
から支援を継続していくことは必要である。

見直
し
引率は職務であり、教員の旅費は北海道が負
担すべきものであるため、検討を行うこと。

4
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　　５　特別支援教育の充実 29,703 36,899 40,473

特別支援教育就学奨励費
援助事業

209 学校教育課 1,550 1,982 2,184
　特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者の負担
を軽減するため、学用品費等を支援する。　また、通級
教室児童を対象に通学費援助を行う。

現継

　国の補助制度に則った事業であり、障がいを
もつ児童生徒の就学にかかる費用の保護者負
担を軽減することにより特別支援教育の推進
が図られており、現状通り継続する。

現継 現状継続とする。 2

特別支援教育推進事業 211 学校教育課 28,153 34,917 38,289

　特別な支援を必要とする子どもたちの個々の教育的
ニーズに対応するため、特別支援学級に食事や排泄
などの介助や移動時の補助など児童生徒の介助をす
る特別支援学級介助員を、通常学級に在籍する特別
な支援を必要とする児童の生活面や学習支援等を行う
特別支援教育支援員を配置する。
　また、特別支援教育の教育環境整備、学校内の体制
の整備、学校、保護者に対する支援体制の充実を図
る。

現継

　特別支援教育の推進を図るため、学校内の
支援体制を整えるとともに、必要に応じて介助
員・支援員の増員を行うなど適正な配置が必
要である。

現継 現状継続とする。 3

219,667 73,864 89,669

学校ＩＣＴ環境整備事業 212 教育総務課 58,767 55,657 68,359

　情報化社会へ適応するための情報処理能力の向
上、ICTを活用した授業による学力の向上、校務処理
の効率化を図るため、教育用（生徒児童用）、校務用
（先生用）コンピュータ、周辺機器、アプリケーションの
整備を行う。

現継
　現状の教育環境を維持するため、保守管理
の充実を図るとともに、時代に即した機器の整
備、更新を計画的に実施する。

現継 現状継続とする。 2

外国語指導助手活用事業 213 学校教育課 158,321 15,120 15,592
　児童・生徒の英語発音やコミュニケーション能力の育
成向上を目的に各学校の外国語授業等に英語指導助
手（ALT)を派遣し、外国語授業等の充実を図る。

現継
　将来的に小学校における外国語活動の学年
が拡大されることが検討されているが、現時点
では現行体制で効率的な運用を行っていく。

現継 現状継続とする。 3

郷土資料教材化事業 228 学校教育課 19 73 2,912

　北広島を故郷として、郷土に対する関心を深めるた
め、社会科副読本を作成するとともに、各教科に活用
できる教育資源をデジタル化した郷土資料教材を作成
し、教育委員会のホームページに登載し地域に根ざし
た授業の充実を図る。

現継

　社会科副読本は小学校３、４年生において、
地域の産業や消費生活の単元で、教科書に準
じて市の歴史や産業などについて独自の教材
として使用している。教科として必要な内容で
あることから引き続き作成していくことが必要で
ある。

現継 現状継続とする。 3

姉妹都市子ども大使交流
事業

300 教育総務課 2,560 3,014 2,806

　小中学生が姉妹都市である東広島市と相互訪問する
ことにより、ふるさと意識を高めるとともに、両市の友好
親善を深める。また、広島市原爆死没者慰霊式並びに
平和祈念式に参列することにより、平和を尊ぶ心の育
成を図る。

現継
　姉妹都市との交流、郷土学習、平和教育を推
進するため、今後も継続して実施する。

現継 現状継続とする。 3

185,748 365,885 456,182

　　１　開かれた学校づくりの推進 768 784 794

　　６　社会の変化や課題に対応した教育の推進

　第２節　信頼され、魅力ある学校づくりの推進
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学校施設開放事業 214 教育総務課 0 0 10
　地域住民に学習活動の場を提供するとともに、地域
と学校の交流を深める。

見直
し

　開放施設ではないが、施設の利用に関して、
学校長の許可により本事業の2校を含む学校
施設の利用が可能なことから規則の一部改正
を含め検討する。

見直
し
所期の目的や利用実績のない理由を把握のう
え、施設開放のあり方を検討すること。

4

学校評議員等運営支援事
業

215 学校教育課 276 276 276
　地域や社会に開かれた学校づくりを推進し、特色ある
教育活動の展開を図るため、小中学校に学校評議員、
学校関係者評価委員を置く。

現継
　保護者や地域住民等の意向を把握し、学校
運営にそれらの意見を反映させることにより、
開かれた学校づくりのさらなる充実を図る。

現継 現状継続とする。 3

コミュニティ・スクールの導
入促進に関する調査研究
事業

353 学校教育課 492 508 508
　開かれた学校づくりを推進するため、文部科学省の
指定を受け、中学校区での学校運営協議会の組織、
運営体制づくりの具体的な調査研究を行う。

現継

　子どもの将来像を、学校・地域・家庭が一体と
なって共有し、共通の理解で育む体制が推進さ
れたことから、今後その体制を醸成する必要が
ある。

現継
平成27年度以降については、本事業の調査研
究結果を十分考慮して継続するかどうかの結
論を出すこと。

3

　　２　教育環境の整備 184,980 365,101 455,388

学校教育団体活動支援事
業

216 教育総務課 4,430 4,430 4,430
　教職員の資質の向上と教育内容及び学校経営の充
実を図るため、教育関係団体が行う活動の経費の一
部を助成する。

現継

　北広島市の教育活動振興のため、実績、効
果を上げている。また、校長会、教頭会の補助
金については全道、管内校長会、教頭会の負
担金が含まれており、校長、教頭の研修の場
が確保され円滑な学校運営が図られているこ
とから、継続する。

現継 現状継続とする。 3

理科教材等整備事業 217 教育総務課 3,247 3,272 3,272
　理科教育で必要となる教材教具を、小中学校に購
入・更新し、教育の充実を図る

現継

　法令に基づき、国の補助制度を活用して、計
画的に理科教育に必要な教材を整備するもの
であり、文部科学省の基準に達するまで継続
する。

現継 現状継続とする。 2

学校事務機器整備事業 218 教育総務課 1,530 2,719 2,730
　学校事務の効率化を図るため、必要となる事務機器
を整備する。

現継
　教育活動に必要な事務機器であり、計画的な
保守、整備・更新を継続する。

現継 現状継続とする。 2

児童生徒の通学費支援事
業

220 学校教育課 2,284 2,710 2,809

　保護者の経済的負担の軽減を図るため、遠距離通学
等で、公共交通機関を利用して市立小中学校に通学し
ている児童・生徒及び自家用車による送迎を常として
いる児童生徒の保護者に通学に要する経費の一部を
支援する。

現継
　遠距離通学する児童生徒の通学手段の確
保、保護者の経済的負担の軽減として有効に
利用されている。

現継 現状継続とする。 2

要保護・準要保護児童生
徒援助事業

221 学校教育課 101,117 128,640 121,260

　生活保護世帯（要保護）や経済的困窮世帯（準要保
護）の児童生徒の保護者に対し、就学に必要な経済的
な援助を行うことで、平等に義務教育を受ける権利を
保障する。

現継
　生活困窮者に対し義務教育就学に係る費用
を支援するものであり、今後も継続していく必
要がある。

現継 現状継続とする。 2
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学校施設管理機器整備事
業

222 教育総務課 757 435 1,100
　良好な教育環境を維持するために必要な草刈機、除
雪機などの管理機器の保守管理及び修繕を行うととも
に、耐用年数を経過した機器を更新する。

現継
　良好な教育環境を維持するため必要な機器
であり、継続して保守管理及び修繕、更新を行
う。

現継 現状継続とする。 3

北の台小学校校舎屋体大
規模改造・屋体地震補強
事業

226 教育総務課 7,587 162,130 268,900

　北の台小学校体育館は、建設後37年余を経過し外壁
や屋根面等老朽化が進んでいるため、内外部の大規
模改造工事に合わせて地震補強工事、非構造部材の
耐震化工事を施工する。また、同時に校舎内の内部改
修を含めたトイレ等の改修工事を行う。
　なお、工事の施工にあたっては、単年施工では空き
教室等の確保が難しいため、2年施工とし、初年度に屋
体及び校舎に新設するエレベーター工事を実施する。

現継
　教育環境を回復するための事業であり、現状
継続とする。

現継 現状継続とする。 2

教師用指導書等整備事業 229 学校教育課 27 9,427 12,654
　教員に対し、指導書及び教科書を配布することによ
り、効率的で統一的な授業を行うとともに、指導方法の
工夫改善等、授業内容の充実を図る。

現継
　必要最小限の配布に努めながら継続してい
く。

現継 現状継続とする。 3

学校放送設備整備事業 231 教育総務課 0 0 20,000
　学校の放送設備や視聴覚設備の老朽化に伴う整備
や時代に合った設備に更新することにより、設備を有
効に活用し、教育活動の充実を図る。

現継
　市内学校の放送設備を時代に合った形で更
新するため、継続する。

現継 現状継続とする。 2

高等学校等入学準備金支
給事業

232 学校教育課 2,200 2,800 2,800

　市内に住所を有し高等学校等に入学した生活困窮世
帯の生徒の保護者の経済的負担軽減のため、入学時
に必要となる経費の一部として、入学準備金を支給す
る。

現継
　厳しい経済状況が続く中、今後も申請者の増
加傾向が予想され、高等教育振興の一環から
も継続が必要である。

現継 現状継続とする。 2

奨学金支給事業 233 学校教育課 5,280 5,400 5,400
　経済的な理由によって高等学校等の就学困難な学
生及び生徒に対し、学資の一部を支給することにより、
等しく教育を受ける機会を与える。

見直
し

　高等学校等への就学にあたり、教材費や参
考書、通学費など授業料以外にも必要となる
経費があり、厳しい経済状況の中、継続して支
給する必要があるが、国が新たに実施する予
定の給付型奨学金の動向により制度を見直す
必要がある。

見直
し

H26から、目的が同様である北海道公立高校
生等奨学給付金制度が開始されることから、早
急に見直しを進めること。

4

双葉小学校校舎・講堂防
音機能復旧事業

234 教育総務課 46,620 0 0

　温度保持換気設備機器等（暖房機、空調機、送風機
等）の老朽化により、本来の機能が低下し、良好な教
育環境が阻害されるため、設備機器を新機種に更新し
て防音機能を復旧することで、教育環境の整備と教育
効果の向上を図る。

終了 　計画どおり事業を実施することができた。
終了
済
計画どおり事業を実施した。 -

学校施設空気環境測定事
業

240 教育総務課 508 673 681

　シックスクール対策の一環として、「学校環境衛生上
の基準」に基づき、教室内のホルムアルデヒド及び揮
発性有機化合物について空気中濃度測定を実施し、
良好な衛生環境確保に努める。

現継
　近年、化学物質過敏症が問題となっており、
施設管理者として児童生徒の健康を維持する
ための事業であり、現状継続とする。

現継 現状継続とする。 2
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東部中学校エレベーター
設備等設置事業

260 教育総務課 1,260 33,180 0

　東部中学校は、建築後24年を経過した建物であり、
現在、階段昇降機が設置されているが、肢体不自由な
生徒の就学に支障をきたさない学校環境の整備を図る
ためエレベーターを設置する。

終了 　適正に事業が行われる。 終了 平成26年度にエレベーターを設置し終了する。 -

私立学校教育振興事業 309 教育総務課 1,350 1,350 1,350
　本市に本校を有する私立高等学校が行う教育活動を
支援することにより、私立学校の教育環境の充実と保
護者への負担軽減を図る。

現継

　全道的にも当該市町に所在する私立高等学
校への支援は行われており、学校教育の一翼
を担っている私立高等学校の教育環境の整
備・充実を進めるために継続する。

現継 現状継続とする。 3

学校支援地域本部事業 317 社会教育課 6,783 7,935 8,002
　学校を地域全体で支える学校支援を推進するため
に、学校支援地域本部を設置する。

現継

　授業補助員の配置時間を1校当たり150時間
から200時間に拡大した。
　学校支援ボランティア運営費交付金について
は、引き続き関係課と協議する。

現継
現状継続とする。学校支援ボランティア運営費
交付金については学校教育振興事業補助金と
の統合を検討すること。

3

26,346 24,775 21,766

425 325 325

北広島市ＰＴＡ連合会支援
事業

255 青少年課 425 325 325

　学校単位のＰＴＡの情報交換を図るとともに、保護者
を対象とした研修会などを通し、児童生徒の健全育成
を進めるため、北広島市ＰＴＡ連合会への補助金を交
付する

現継

　児童生徒の健全育成を図るため、市Ｐ連と協
働し、家庭の教育力を高めていくことや、希薄
になっている人間関係や地域関係を深めていく
ために継続する。

現継 現状継続とする。 3

家庭教育支援事業 292 社会教育課 0 0 0
  家庭の教育力向上のため、関係する団体などと連携
し、家庭教育支援に関する実践活動・交流活動を行う。

現継

　子どもたちの生活に必要な生活習慣や自立
心の育成など、家庭教育を支援し、教育力を高
めていくことが求められている。また、調査結果
から学校、家庭、地域が一体となって子どもた
ちの環境を整えていくための機運を高める必要
がある。

現継 現状継続とする。 3

　　２　教育相談体制の充実 14,474 13,484 13,497

不登校対策・教育相談事
業

249 青少年課 14,176 13,148 13,149

　不登校児童生徒の学校復帰と社会的自立を支援す
るため、保護者や学校、関係機関と連携して、ひきこも
りや不登校児童生徒の解消と未然防止を図る。
　学校や家庭の問題で悩んでいる児童生徒及びその
保護者を対象に、面談や家庭訪問による相談支援を
行い、問題の早期解決を図る。
　（「みらい塾」に指導員2名、訪問アドバイザー（臨床心
理士）1名、教育相談員1名を配置）

現継

　平成25年度の不登校児童生徒は33名
（0.63%）で平成24年27名（0.51%）より増加した。
また、33名中6名が学校復帰を果たした。訪問
指導アドバイザーの相談件数は、増加してい
る。相談内容は不登校が多くを占め、内容が複
雑化している。不登校児童生徒への対応は、
児童生徒を含めた家庭全体の問題であり、
個々のケースに応じたより詳細な支援を訪問
指導アドバイザーや関係機関と連携し、的確な
対応を進めて行く必要がある。

現継 現状継続とする。 3

　第３節　家族・青少年健全育成の推進

　　１　家庭の教育力向上への支援の充実
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青少年健全育成啓発事業 311 青少年課 298 336 348

　地域の子どもは地域で育てる活動を推進するため、
学校、ＰＴＡ、自治会、関係団体と連携し、地域に密着し
た青少年の健全育成活動の推進と健全育成の啓発を
進める。
　（青少年健全育成大会の開催、講演会の開催、子ど
もサポートセンターだより「きずな」の発行）

現継
　学校、ＰＴＡ、自治会、関係団体と連携し、地
域に密着した青少年の健全育成活動と健全育
成の啓発を進めるため、引き続き実施する。

現継 現状継続とする。 3

11,447 10,966 7,944

成人式開催事業 251 社会教育課 652 676 696
　成人としての自覚と責任を促し、地域社会の一員とし
ての期待を認識できるよう、新成人を祝う成人式を実
施する。

現継
　人生の節目を祝う式典であり、参加率も高く、
事業内容を工夫し実施する。

現継 現状継続とする。 3

青少年健全育成振興事業 253 青少年課 54 65 65

　生きる力を育て健やかでたくましい子どもを育成する
ための活動を保護者とともに推進する。
　（青春メッセージの開催、青少年リーダー養成、青少
年の体験交流事業の実施）

現継
　健やかでたくましい子どもを育成するための
活動を進め、子どもたちの生きる力を育てるた
め、引き続き実施する。

現継 現状継続とする。 3

青少年健全育成連絡協議
会支援事業

254 青少年課 450 450 450

　健全育成連絡協議会の活動を通じて地域住民の意
識啓発を推進し、地域で子どもを守り、育み、安全安心
な地域環境づくりを目指す。
　６地区の青少年健全育成連絡協議会への補助金の
交付を行う。

現継

　青少年を取り巻く環境は複雑、多様化し問題
行動も増加する傾向が見うけられる。青少年の
育成環境の整備を進めるためには、各地区青
少年健全育成連絡協議会との連携と協力が必
要であり、積極的に育成、支援を進めるために
も継続する。

現継 現状継続とする。 3

青少年安全対策事業 256 青少年課 9,517 8,838 5,793

　青少年の非行防止のため、関係機関や地域と連携を
図り、各種活動を協働して行い青少年の非行防止を推
進する。専任指導員（非常勤職員）2名を配置して、青
少年の非行等問題行動に対して、状況に応じた適切な
対応と指導を行い健全育成を図る。
　スクールガードリーダーによる学校施設、通学路等の
安全確認及び巡回指導を行い、子どもたちの安全を確
保する。
ネットトラブルから子どもたちを守るため、中学校にお
いてネットパトロールを実施する。3ヶ年で全中学校（6
校）で実施。

現継

　子どもたちの安全確保を図るため、小さな犯
罪を見逃さない地域づくりとして、見守りや声か
けなど地域、学校と協力、連携して進めること
が必要であり継続する。

現継
現状継続とするが、通学路安全指導員の見直
しについては慎重に検討すること。

3

放課後子ども教室事業 312 青少年課 774 937 940

　放課後や長期休業中に小学校の余裕教室等を活用
して、児童の活動拠点を設け、学習等を行い、子どもた
ちが地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環
境づくりを推進する。

現継

　児童の放課後や長期休業中の活動場所を確
保し、学習等の支援を行うなどさまざまな交流
により、より充実した放課後活動を進めるため
に継続する。

現継 現状継続とする。 3

　第４節　社会教育の充実 47,709 325,101 37,821

　　１　学習活動への支援の充実 21,304 20,107 20,479

　　３　地域が支える健全育成活動の充実
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生涯学習市民活動団体支
援事業

258 社会教育課 1,487 1,500 1,500
　学習機会の提供及び生涯学習に取り組む団体の育
成を図るため、市民団体が企画実施する生涯学習に
関する事業に支援を行う。

現継
　市民団体による主体的な活動機会を推進、
支援するため継続する。

現継 現状継続とする。 3

元気フェスティバル連携事
業

259 社会教育課 675 675 675
　市民の生涯学習に対する理解や関心を深めるととも
に、市民団体の交流や学習成果を生かす場として、
「元気フェスティバル」を開催する。

現継
　生涯学習に対する理解や関心を深めてもらう
ため、継続して実行委員会に対し、支援を行
う。

現継 現状継続とする。 3

生涯学習振興会支援事業 313 社会教育課 19,142 17,932 18,304
　生涯学習の振興や地域づくり・コミュニティ活動の要と
して活動する「生涯学習振興会」を支援する。

現継
　生涯学習振興会のあり方について、整理を行
う。未設置の地域については、地域の現状など
を把握し、設立に向けた検討を行う。

現継
現状継続とする。当初の事業目的に沿った活
動が展開されているか検証すること。

3

　　２　学習機会の充実 20,415 16,327 17,342

フレンドリーセンター運営
事業

261 社会教育課 918 979 992

　障がい者が生涯学習活動を通じて学び交流する場を
提供する。
　陶芸教室・スポーツ観戦・料理教室・野外バスツアー・
サッカー教室・スキー教室などの事業を行う。

現継
　事業内容を精査し、「障がい児者を持つ親の
会」の意見を聴取し、事業を実施することとし
た。

現継 現状継続とする。 3

中央公民館活動推進事業 262 社会教育課 355 0 355
  子ども公民館まつり・公民館まつりを実施し、市民の
生涯学習に対する理解と関心を深める。

見直
し

　管理・運営方法の検討と合わせ、ワクワク公
民館子どもまつり及び公民館まつり事業の見
直しを行う。

見直
し

事業内容や、施設の管理、運営方法につい
て、生涯学習振興会支援事業との統合も含
め、総合的な検討をすること。

4

生涯学習支援情報システ
ム整備事業

314 文化課 19,142 15,348 15,995

　図書館および生涯学習の拠点施設が持つ学習機能
を充実させるため、図書館・学校図書館情報システム・
施設予約管理システムからなる生涯学習支援情報シ
ステムを運用する。

現継

　生涯学習や施設利用などに関する情報提供
サービスは、地域活動に積極的な参加意欲を
持っている市民のニーズを満たすものであり、
今後とも継続していく必要があるので、現状維
持とする。

現継 現状継続とする。 3

5,990 288,667 0

中央公民館大規模改修事
業

315 社会教育課 5,990 288,667 0
　経年劣化による施設機能の回復及びバリアフリー
化、地域の防災拠点としての役割の充実を目指し、大
規模改修を実施する。

終了
　公民館事業に支障のないよう施設管理を行
う。

終了
施設の管理について、総合的な検討をするこ
と。

-

　第５節　歴史の継承と創造 　 13,298 11,896 14,801

　　１　エコミュージアム構想の推進 9,687 7,221 8,773

エコミュージアム普及推進
事業

266
エコミュージアム
センター 442 650 2,941

　市内にある自然遺産や文化遺産などを現地で、その
まま保存・育成・展示することで魅力ある地域づくりを行
う。

現継
　現状継続とする。拠点施設の開設準備による
事業精査を行った。

現継 現状継続とする。 3

　　３　施設の充実による学習環境の整備
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25年度 26年度 27年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

26年度　1次評価

平成26年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計
画
事

業
番
号

担当課名
26年度　2次評価

旧島松駅逓所周辺整備事
業

267
エコミュージアム
センター 0 0 5,832

　国指定史跡旧島松駅逓所を、より多くの方々に観覧
してもらい、身近に感じ知ってもらうことによって、開拓
の歴史の理解を深めてもらうため、旧島松駅逓所及び
その周辺の林地の整備を行う。

現継
　現状継続とする。基本計画、実施計画につい
て策定を進める。

現継 現状継続とする。 3

エコミュージアム拠点施設
等整備事業

331
エコミュージアム
センター 9,245 6,571 0

　従来の博物館的要素のみばかりでなく、地域に残る
「事・物」を現地で保存・保管し、それらの情報の発信や
郷土資料の展示等を行う施設であるエコミュージアム
の拠点施設を広葉小跡に整備する。

終了
　整備終了後の事業については、エコミュージ
アム普及推進事業で実施。

現継 現状継続とする。 3

　　２　文化財の保存と活用 3,611 4,675 6,028

文化財保存・活用事業 268
エコミュージアム
センター 3,399 4,463 5,816

　市内には、国指定文化財と市指定文化財があり、自
然、地質及び歴史的に貴重なものがあることから、郷
土の自然や歴史を後世に伝えるため適切な保存と活
用を図る。　（文化財調査補助員の配置、旧島松駅逓
所、郷土資料室の管理・運営、赤毛種保存交付金の交
付）

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

郷土文化伝承支援事業 333
エコミュージアム
センター 212 212 212

　北広島市の郷土芸能を後世に伝えるため、保存、継
承の支援を行う。（広島音頭保存会、北広島ふるさと太
鼓保存会への交付金の交付）

現継
　現状継続とするが、内容を精査し経費の効率
的な執行に努める。

現継
現状継続とする。内容を精査し経費の効率的
な執行に努めること。

3

　第６節　読書活動の充実 22,425 22,573 23,394

　　１　図書館サービスの充実 22,425 22,573 23,394

図書館サービス提供事業 269 文化課 20,925 21,073 21,894
　市民の文化的教養を高めるための図書館サービスの
提供を行う。

現継

　高い利用率と満足度を維持するためには、安
定的な資料購入が必要である。平成24年度か
ら開始した高齢者等宅配サービスは、高齢者
への読書活動支援として時代に即した重要な
施策の一つであり、今後も継続していく必要が
ある。

現継
サービスの充実や効率的な運営に向けた取り
組みを行っており現状継続とするが、図書館全
体の運営体制について引き続き検討すること。

3

図書館フィールドネット連
携事業

270 文化課 1,500 1,500 1,500
　市民協働による図書館運営の根幹として読書普及事
業を促進するため、ボランティア団体で構成する図書
館フィールドネット運営委員会に交付金を交付する。

現継
　読書活動推進におけるボランティアとの連携
は、市民による市民のための企画・運営体制と
なっており、地域性を強め、必要なものである。

現継
現状継続とする。図書館全体の運営体制とあ
わせ引き続き検討すること。

3

　第７節　芸術文化の振興 19,436 43,210 48,796

　　１　個性豊かな地域文化の振興 7,853 31,055 36,534

文化賞等表彰事業 272 文化課 0 0 0

　優秀な文化活動を顕彰することにより、市民の芸術
文化活動に対する意欲の向上を図る。
　11月3日の文化の日に、優秀な文化活動を行う市民
（成人・青少年）や団体の顕彰を行う。

現継
　より効率的に市民の芸術文化活動に対する
意欲が高まるように取り組みを継続する。

現継 現状継続とする。 3
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25年度 26年度 27年度 事業概要
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番
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26年度　2次評価

文化団体活動支援事業 273 文化課 640 640 640

　市内の芸術文化の発展のため、市民の芸術文化活
動の支援を目的とする。
　市内の文化団体を統括する北広島市文化連盟、音
楽団体を統括する北広島音楽協会に補助金を交付す
る。

現継
　市内の継続した芸術文化振興には必要であ
ることから、より適切な執行に務めるよう指導し
ていく。

現継 現状継続とする。 3

市民文化祭奨励事業 274 文化課 650 650 650

　市内の芸術文化の発展のため、市民の芸術文化活
動の支援を目的とする。
　市民の芸術文化活動の発表の場を提供している市
民総合文化祭、地区文化祭に補助金を交付する。

現継
　全市的な事業であり必要である。今後も継続
していくべき。

現継 現状継続とする。 3

文化施設修繕事業 278 文化課 3,854 23,015 24,360
　文化施設（芸術文化ホール・図書館）の機能維持を図
るため、保守点検等で不具合が確認された設備や箇
所を修繕する。

現継 　今後も計画的な修繕が必要である。 現継 現状継続とする。 3

芸術文化ホール設備修繕
事業

341 文化課 2,709 6,750 10,884
　芸術文化ホール（客席、舞台、音響、照明設備等）の
機能維持を図るため、保守点検等で不具合が確認され
た設備や箇所を修繕する。

現継 　計画的な修繕が必要である。 現継 現状継続とする。 3

11,583 12,155 12,262

芸術文化ホール運営委員
会連携事業

279 文化課 11,213 11,835 11,882
　芸術鑑賞型事業及び芸術創造事業を展開するため、
北広島市芸術文化ホール運営委員会に交付金を交付
する。

現継

　運営委員会の事務局に専任の事務補助員を
配置するなど、自主的に事業展開を進めるた
めの基盤整備を整えているところである。今後
もその方向を進めていく必要がある。

現継

サービスの充実や効率的な運営に向けた取り
組みを行っており現状継続とするが、ホール全
体の運営方法や運営体制について引き続き検
討すること。

3

花ホールスタッフの会支援
事業

280 文化課 370 320 380

　市及び運営委員会等が主催する鑑賞事業のサポート
活動など、芸術文化ホール（花ホール）を拠点に活動す
る花ホールスタッフの会を支援する。また、新たなホー
ルボランティア育成のため、講習会を実施する。

現継
　芸術文化ホールの運営においても、市の芸
術文化振興の上でも継続した活動が必要。

現継
現状継続とする。ホール全体の運営体制とあ
わせ引き続き検討すること。

3

　第８節　スポーツ活動の推進 19,719 16,345 181,903

1,032 761 500

きたひろしま３０ｋｍロード
レース連携事業

286 社会教育課 291 300 0
　健康で生きがいのあるスポーツ活動の促進を図るた
めにきたひろしま３０ｋｍロードレースを開催する実行委
員会へ補助金を交付する。

現継 　参加費等による自主運営を検討する。 現継
現状継続とするが、今後の事業のあり方につ
いて、大会の意義等を踏まえ検討すること。

3

市民スポーツ活動推進事
業

288 社会教育課 741 461 500

　市民だれもが、生涯にわたりスポーツ・レクリエーショ
ン活動に親しむことができるよう、生涯スポーツ活動を
はじめ、児童生徒・障がいのある人のスポーツ・レクリ
エーション活動の支援を推進する。

見直
し
　各事業への支援の必要性について検討す
る。

見直
し
各事業への支援の必要性について十分検討
すること。

4

　　２　競技スポーツの振興 6,704 6,191 6,219

　　２　市民等との連携による芸術文化活動の展開

　　１　健康で生きがいのあるスポーツ活動の促進
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25年度 26年度 27年度 事業概要
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計
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番
号
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スポーツ大会出場支援事
業

282 社会教育課 1,582 1,000 1,000
　市民の自発的なスポーツ活動の振興を図るため、国
際、全国又は全道規模のスポーツ大会に出場する選
手・役員に費用の一部を助成する

見直
し
　対象とする大会などの見直しを行う。

見直
し
対象とする大会の範囲などの見直しを行うこ
と。

4

体育協会活動支援事業 284 社会教育課 3,118 3,118 3,118
　本市のスポーツの普及・振興を図るため、北広島市
体育協会の運営費及び事業費に対し、補助金を交付
する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

スポーツ少年団育成事業 285 社会教育課 453 453 453
　青少年の健全育成に寄与するため、スポーツ少年団
の運営費及び事業費に対し補助金を交付する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

スポーツアカデミー事業 290 社会教育課 986 1,093 1,109
　全国、国際レベルの選手育成及び青少年の健全育
成を図るため、ジュニアスポーツ選手強化事業、底辺
拡大事業、指導者養成事業を実施する。

現継 　事業内容の見直しなどを行なう。 現継 現状継続とする。 3

スポーツ賞等表彰事業 321 社会教育課 565 527 539
　優秀な成績を収めた選手及びスポーツの振興に寄与
した者を顕彰することにより、市民のスポーツ活動を助
長する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

　　３　スポーツ施設の整備と運営 11,983 9,393 175,184

全国中学生空手道選抜大
会連携事業

291 社会教育課 4,500 4,500 4,500
　全国中学生空手道選抜大会を開催することにより、
北広島市を全国にＰＲするとともに、空手道を通じた青
少年の健全育成を図る。

現継
　助成を受け実施している事業であり、助成の
終了年（平成27年度）まで現状継続とする。

現継 現状継続とする（助成の終了年まで）。 2

学校施設（体育館）開放事
業

293 社会教育課 4,333 4,893 4,969
　市民の健康維持及び体力向上に資するため、小中学
校体育館の開放を行いスポーツ活動の場を提供する。

現継 　平成26年10月から有料化を行う。 現継 現状継続とする。 3

西の里ファミリー体育館改
修事業

294 社会教育課 3,150 0 165,715
建築後26年以上経過しており、老朽化が著しいことか
ら屋根、壁面の窓枠及び暖房施設等の更新を行う。

現継 　現状継続とする。（27年度事業完了） 現継 現状継続とする。 3

　第９節　大学との連携 0 100 1,305

　　１　大学との連携 0 100 1,305

大学連携推進事業 324 政策調整課 0 100 1,305

　大学が有する知的資源、研究成果やアイデア、大学
生の活力を生かしたまちづくりを推進するため、大学等
との連携・協力事業を実施する。
・大学との意見交換の実施
・連携、協力に関する協定書の締結

現継

　道都大学との包括連携協定の締結及び連絡
協議会の設置により、市と道都大学における連
携可能な事業の実施に向けた協議を継続的に
行う。
　大学連携調査研究事業補助金制度実施に向
けた準備を進める。

現継 現状継続とする。 3

　第１０節　交流の促進 3,157 1,406 964

　　１　広域的な交流の促進 9 27 27
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計
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地域交流事業 298 政策調整課 9 27 27
　近隣市町と行政分野や経済分野のみならず、さまざ
まな分野での市民レベルの交流を深めるため、近隣市
とともに各種交流事業を実施する。

現継
　実施事業が固定化していることから、新たな
交流事業の検討をしていく。

現継
現状継続とする。事業目的を効果的に達成す
るために、事業内容を検討すること。

3

　　２　姉妹都市交流事業の拡充 2,298 959 937

姉妹都市スポーツ交流事
業

287 社会教育課 1,409 0 0
　姉妹都市の友好・親善を深めるため、スポーツ交流を
行う。

休止
廃止

　東広島市と調整を行い、事業を休止する。
休止
廃止

H26から事業休止する。 4

姉妹都市交流事業 299 秘書課 889 959 937

　北広島市、東広島市の郷土祭りに相互訪問すること
で、地域の特性を活かした行政、教育文化、経済など
様々な分野での情報交換や相互交流の推進・支援を
図り、まちづくりに活かす。
　北広島市を拓いた祖先の地（広島県）で、今なお原爆
症に苦しんでいる方々に、グリーンアスパラを送付する
ことで、都市間の交流の絆を深めるとともに、市の成り
立ちや戦争の悲惨さを次世代に伝える。

現継

　本事業は数値等によって効果が表れる事業
では無いが、歴史や郷土をふりかえり、行政、
文化などの面でも相互交流が３０数年にわたり
図られており、今後も実施することが大切であ
る。

現継 現状継続とする。 3

　　３　国際交流の促進 850 420 0

国際交流事業 323 社会教育課 850 420 0
　海外との交流により、外国の文化、風俗、社会事情を
体得し、国際的視野と国際感覚をもった人材を育てる
ため、国際交流協議会に対し交付金を交付する。

見直
し
　基金の減少を勘案し、派遣事業の参加者負
担割合の見直しなど、事業内容を精査する。

見直
し

財源としてきた基金が減少していることから、こ
れまでの成果を総括するとともに、今後の事業
のあり方について慎重に検討すること。

4

1,239,229 1,127,263 911,549

　第１節　環境の保全 74,636 20,831 21,702

　　１　地球環境の保全 5,353 5,377 5,680

省エネルギー推進事業 400 環境課 438 392 394

　地球温暖化防止を目指して、市民や事業者に省エネ
ルギーへの取組について意識啓発を行う。（環境ひろ
ば実行委員会への交付金の交付、省エネ啓発ポス
ター等の作成）

現継

　東日本大震災以降、さらなる省エネの必要性
が高まっていることから、市民を中心に省エネ
の取り組みについて意識啓発を図ることが重
要であるため、今後も継続していく。

現継 現状継続とする。 3

太陽光発電システム等設
置支援事業

402 環境課 4,915 4,985 5,286
　地球温暖化対策に対応した事業であり、一般住宅用
太陽光発電システムの設置数の増加に向け、設置者
への補助金の交付を行う

現継
　震災以降、再生可能エネルギーの普及促進
は不可欠であり、他自治体の補助制度等を注
視しながら継続していく。

現継 現状継続とする。 3

　　２　公害対策の推進 5,471 7,216 7,584

環境保全事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　403 環境課 5,471 7,216 7,584
　公害の未然防止と生活環境の保全を図るため、環境
測定を実施するとともに環境監視員を配置して事業所
等の監視、指導を行う。

現継 　測定や監視を継続していく必要がある。 現継 現状継続とする。 2

　　３　自然環境の保全 2,174 2,281 2,318

第３章　美しい環境につつまれた安全なまち
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25年度 26年度 27年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

26年度　1次評価

平成26年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計
画
事

業
番
号

担当課名
26年度　2次評価

有害鳥獣駆除対策事業 404 環境課 689 715 811
　農業被害及び生活環境被害の防止を図るため有害
鳥獣の駆除を実施するとともに北海道と連携して特定
外来生物である「アライグマ」の防除を実施する。

現継

　カラス、エゾシカ、キタキツネは、市民の生活
環境や農作物に対して被害を出しており、駆除
の要望が多いため、継続して駆除を実施する。
また、アライグマは、特定外来生物であり、道
及び市町村が協力して行う広域駆除を継続す
る。

現継 現状継続とする。 2

スズメバチ等駆除事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　405 環境課 1,485 1,566 1,507
　スズメバチ等の危険から市民を守るため、スズメバチ
等の巣の駆除に要する費用の一部を助成する。 現継

　スズメバチ等の駆除対応は、自然が身近に
あり、市街地等でハチの営巣が多い当市では、
今後も継続の必要があると考える。

現継 現状継続とする。 2

　　４　環境保全意識の向上 286 290 307

環境啓発推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　406 環境課 286 290 307
　自然環境に関する体験、学習機会となる自然観察会
や野鳥観察会などの事業を通じて、環境のために行動
できる人づくりを目指す。

現継

　環境を守ること、大切にすることの重要性に
ついての理解を深め、地球環境の保全活動等
につなげていくために、今後も継続して各種事
業を実施していく。

現継 現状継続とする。 3

　　５　環境衛生の充実 61,352 5,667 5,813

畜犬関係事業 407 環境課 1,297 1,599 1,758
　畜犬及び野犬による事故発生の未然防止や狂犬病
予防などのため、畜犬登録や予防注射の接種、迷い
犬、捨て犬の保護、捕獲を実施する。

現継

　畜犬及び野犬による事故発生の未然防止や
狂犬病予防など、安全衛生的に必要な事業で
あることから、今後も継続して実施していく必要
がある。

現継 現状継続とする。 2

浄化槽設置奨励事業 412 環境課 1,234 4,068 4,055

　市民の日常生活により排出される生活排水が、公共
用水域の大きな汚濁原因となっていることから、当該生
活排水を適正に処理するため、公共下水道計画区域
外に居住する市民が新規に合併処理浄化槽を設置し
た場合、または既設の単独処理浄化槽を合併処理浄
化槽へ転換した場合に補助する制度を整備することに
より、合併処理浄化槽の整備・普及を図る。

現継
　公共下水道計画区域外における生活排水の
適正な処理のため、合併処理浄化槽の補助制
度を継続する必要がある。

現継 現状継続とする。 3

北広島霊園造成事業 413 環境課 58,821 0 0
　平成26年度からの墓地需要に対応していくため、霊
園内に残されている未造成地の造成を行う。

終了 　造成された区画の貸付を開始する。
終了
済
造成された区画の貸付を行う。 -

　第２節　廃棄物対策の推進 263,050 810,880 568,257

77,328 95,934 94,398

ごみ減量化・資源化対策
事業

410 環境課 17,578 19,179 20,381

　市内の一般家庭から排出される生ごみの量を削減す
ること、及び資源ごみを埋め立てずリサイクルすること
により、埋立処分場の延命化を図る。
　奨励金を交付することにより、資源回収の促進とリサ
イクル意識の高揚を図る。

現継

　コンポスト、電動生ごみ処理機の購入助成に
ついては、家庭単位での生ごみ発生抑制、資
源化の促進が図られていることから継続して実
施していく。
　集団資源回収奨励金については、ごみの有
料化実施に合わせ現在の単価設定にした経緯
から現状の単価で奨励していく。また、町内会
等の集団により一丸となって資源回収に取り組
んでおり、他施策であるコミュニティの醸成にも
貢献している。

現継 現状継続とする。 2

　　１　ごみの減量化・リサイクルの推進
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25年度 26年度 27年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

26年度　1次評価

平成26年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計
画
事

業
番
号

担当課名
26年度　2次評価

家電リサイクル事業 414 環境課 928 1,072 1,188
　不法投棄された家電リサイクル対象製品（テレビ、冷
蔵庫、洗濯機、エアコン）を適正処理するための事業

現継
　家電４品目の不法投棄が増える傾向にあり、
パトロールの強化など不法投棄対策の強化が
必要である。

現継 現状継続とする。 3

粗大ごみリユース事業 417 環境課 1,566 4,247 7,174
　最終処分場の延命化を図るため、粗大ごみとして排
出された家具等の修繕を行いリユースすることにより、
埋め立てるごみを減量する。

現継
　平成２６年度から、市民に適正な価格で販売
を行う予定であり、その推移を見極めていく必
要がある。

現継 現状継続とする。事業効果を検証すること。 3

生ごみ処理事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　473 環境課 57,256 71,436 65,655

　下水処理センターで下水道汚泥と併せて生ごみ等の
バイオガス化処理するため、下水道事業特別会計へ負
担金を支出する。
　・平成23年度から、生ごみのバイオガス化処理を実
施

現継 　処理に伴う負担金であり、現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

　　２　ごみ処理体制の充実 185,722 714,946 473,859

最終処分場周辺環境整備
事業

416 環境課 5,862 1,102 1,082

　最終処分場周辺の周辺環境の改善のため、飛散した
ごみ拾い及びカラス駆除、最終処分場周辺に居住する
住民等が実施する鳥獣被害防除のため補助金を交付
する。

現継 　今後も事業を継続する。 現継 現状継続とする。 3

家庭ごみ適正処理推進事
業

418 環境課 61,342 79,195 73,735
　家庭ごみを適正に処理するため、指定ごみ袋の作成
や粗大ごみの収集運搬、ごみステーションの管理や整
備の補助金の交付を行う。

現継
　引き続き、家庭ごみが適正に処理されるよ
う、ごみ袋作成、粗大ごみ収集運搬、ステー
ション管理、整備補助などの事業を実施する。

現継 現状継続とする。 2

第６期最終処分場造成事
業

459 環境課 109,891 620,204 384,436

　第５期最終処分場の埋め立て終了に合わせ、新たに
第６期最終処分場の造成を平成24年度から26年度に
かけて行う。
※H24年度に基本計画等策定業務、H25年度に実施設
計を行ない、継続費によりH25からH27　の3ヶ年で場造
成工事を実施し、H27年度供用開始を目指す。

現継
　平成27年度供用開始に向け整備を実施す
る。

現継 現状継続とする。 2

不法投棄対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　471 環境課 6,237 5,796 5,957

　不法投棄の抑制のため、廃棄物パトロール員による
監視や指導を行うとともに、回収した不法投棄廃棄物
の適正な処理を行う。
　埋め立てできない廃タイヤは本事業で処理を委託し、
廃家電4品目については家電リサイクル事業で処理を
委託する。

現継
　不法投棄の抑制及び不法投棄廃棄物の処理
のため必要な事業である。

現継 現状継続とする。 3

ごみ処理広域化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　482 環境課 2,390 8,649 8,649

　最終処分場の延命化を図るため、北広島市、千歳
市、南幌町、由仁町、長沼町で構成する道央地域ごみ
処理広域化推進協議会において、広域での廃棄物中
間処理（焼却）施設の設置を進めることとし、負担金を
支出する。

現継

　平成26年度に道央廃棄物処理組合が発足
し、本格的に施設の場所の選定等にかかる。
　引き続き負担金を支出するとともに職員の派
遣も継続する。

現継 現状継続とする。 2

　第３節　水と緑の空間の充実 130,391 115,948 168,050

　　１　緑化の推進 19,739 18,916 20,061
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25年度 26年度 27年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

26年度　1次評価

平成26年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計
画
事

業
番
号

担当課名
26年度　2次評価

緑の基本計画事業 411 都市計画課 110 139 156
　「自然と創造の調和した豊かな都市」を目指した緑事
業施策の計画を定めた「緑の基本計画」の実現に向
け、事業の進行管理や計画の見直しを行う。

現継

　都市計画で決定する関連事業である、市街
地整備促進事業（土地利用計画、都市施設の
下水道、ごみ処理場等）、道路計画事業（都市
施設の道路）及び緑の基本計画事業（都市施
設の公園、緑地）については、より効率的な事
業とするため、施策体系の位置づけを検討す
る。

現継 現状継続とする。 3

森林保全活用事業 420 都市整備課 8,889 12,142 13,745

  三別沢林道の改良や 仁別、三島地区の樹木や治山
ダムの維持管理を実施する（事業主体：北海道）。未整
備部分については、北海道に引き続き治山事業の実
施を要望して行く。
　北広島団地周辺緑地については、森林経営計画に
基づき森林整備を行う。
　富ヶ岡地区市有林については、下刈りを実施し、保育
に努める。
　他の市有林については、森林ボランティアなど市民と
の協働により整備を進める。

現継
　森林保全については、森林の持つ多面的・公
益的な機能が確保されるように、今後も市有林
の保全・整備を森林施業計画に基づき進める。

現継 現状継続とする。 2

緑化推進事業 421 都市整備課 10,533 5,528 5,866

　市民の参加による花いっぱい運動を展開し、花のあ
る美しいまちづくりと緑化の推進を図る。
　公共施設、街路樹桝などを中心に植樹や花苗の植
栽、「花のまちコンクール」や「オープンガーデン見学
会」を実施するとともに、「緑のまちづくり条例」に基づ
き、緑の保全や民間施設における緑化を推進する。

現継
　今後も宿根草の植栽を進め、花苗等の経費
節減に努めるとともに、積極的に市民参加を呼
びかけながら美しいまちづくりの推進を図る。

現継 現状継続とする。 2

緑の活動拠点整備事業 422 都市整備課 175 1,042 221

　富ヶ岡地区の市有林を「緑の活動拠点」と位置付け、
整備・活用を進める。
○市民や中学生の森林施業体験、自然観察、間伐材
利用によるキノコのホダ木作りなど体験学習や環境学
習の場とする。
○森林ボランティアの活動、苗木作りの場として森を提
供する。
○地区内にある家屋（元農家住宅）、倉庫を資材の保
管や作業場として活用・提供する。

現継

　富ヶ岡地区の市有林は、市民等による森林
施業体験や森林ボランティアの活動の場として
適地であることから、緑の活動拠点として今後
も整備や有効活用に努める。

現継 現状継続とする。 3

森林ボランティア支援事業 423 農政課 32 65 73
　森林保全活動に対する市民の理解や意識向上のた
め、森林整備等のボランティア活動をしているグループ
等への支援を行い、森林ボランティア等の育成を図る。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

　　２　親水空間の保全 782 1,172 1,172

輪厚川親水事業 424 都市整備課 782 1,172 1,172
　輪厚川の親水空間を市民と協働で整備する。（花壇
への植栽、河川敷地の草刈。草刈の一部は住民団体
が実施するため交付金を交付する。）

現継

　輪厚川は市内唯一の親水河川であり、今後
も「輪厚川と親しむ会」等の市民参加による河
川環境の美化、景観維持、親水事業を実践し、
市民や子供たちに親しまれる憩いの場を提供
していく。

現継 現状継続とする。 3

　　３　公園の整備 109,870 95,860 146,817
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25年度 26年度 27年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

26年度　1次評価

平成26年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計
画
事

業
番
号

担当課名
26年度　2次評価

都市公園安全・安心対策
緊急総合支援事業

426 都市整備課 98,245 95,860 94,817

　公園施設の機能保全・安全性の確保等、都市公園に
おける安全・安心対策を緊急かつ計画的に実施し、子
供や高齢者をはじめ　誰もが安全で安心して利用でき
る都市公園を整備する。
　平成21年度より創設された国の補助事業（都市公園
安全・安心対策緊急総合支援事業）を活用し実施して
いる。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 2

街区公園整備事業 427 都市整備課 3,949 0 52,000

　身近に利用できる憩いや休息の場を確保するため、
街区公園の整備を行います。
　街区公園とは専ら街区に居住する者の利用に供する
ことを目的とする公園で、誘致距離250ｍの範囲内で1
か所あたり面積0.25haを標準として配置する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

きたひろサンパーク整備事
業

429 都市整備課 7,676 0 0
　既存コースのレイアウトを変更するため、隣接地につ
いて整備をおこない利用者の安全と利便性を向上させ
る。

終了 　コース改修は終了とする。
終了
済
コース改修の完了に伴い事業終了とする。 -

　第４節　防災体制の充実 13,487 11,118 62,939

　　１　防災対策の推進 5,720 10,118 8,074

防災資機材整備事業 430 危機管理課 4,958 10,055 8,007
　災害に対処するため、また、災害時の避難場所等に
おける市民生活の安定を図るため、防災資機材や備
蓄食糧品等の生活関連物資を備蓄する。

現継
　現状継続とする。引き続き、備蓄目標の速や
かな達成に向け、計画的に備蓄を進める。

現継 現状継続とする。 2

防災訓練事業 431 危機管理課 762 63 67
　災害時における応急対策を円滑に実施するため、市
民、市職員、防災関係機関の職員等を対象に各種災
害訓練を実施する。

現継
　町内会、自治会及び自主防災組織からの需
要が見込まれることから現状継続とする

現継 現状継続とする。 2

　　２　自主防災組織の充実 880 865 730

自主防災組織育成事業 435 危機管理課 880 865 730

　大規模な災害発生時においては、住民自ら相互に協
力し、災害に対処することが求められていることから、
地域における自主防災組織の設立を促進し、組織の
育成を図る。
　また、地域において率先して防災活動を担う人材を
育成するため、（仮称）地域防災リーダー研修を開催
し、防災に関する知識・技能の普及を図る。

現継

　東日本大震災以降、市民の防災に対する意
識は高まっており、地域において自主防災活
動への取り組みが進められている。災害時に
おいては、自主防災組織の果たす役割が大き
いことから、今後も出前講座等による啓発のほ
か、防災活動に対して助成金の交付を行い、
組織の結成及び育成を図る。

現継 現状継続とする。 3

　　３　治山・治水の推進 6,887 135 54,135

治水対策促進事業 436 庶務課 135 135 135
　石狩川水系千歳川流域の、総合的な治水対策を実
現するために活動している団体に対し、会の活動が円
滑に推進できるように支援する。

現継
　現状継続とする。H25に市期成会独自で役員
研修会を開催するなど、活発に事業を展開して
いることから、引き続き支援する。

現継 現状継続とする。 3
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輪上川局部改修事業 462 都市整備課 6,752 0 54,000

　本河川は河川整備がなされていない原始河川であ
り、一部では河畔の崩壊や河床洗掘により平地の浸食
や輪厚中の沢線輪厚1号橋前後の充填護岸が転倒の
危険があることから、災害の発生を未然に防ぐため護
岸工を実施する。

現継
　災害の発生を防ぐために護岸工の実施が必
要である。

現継 現状継続とする。 3

　第５節　消防・救急体制の充実 691,775 108,568 42,021

　　１　消防体制の充実 689,026 105,284 38,898

消防活動用資機材整備事
業

438 消防1課 3,465 5,065 2,052

　大規模・特殊災害に対応するため、より機能性の高
い空気呼吸器を計画的に更新するとともに長時間活動
可能な軽量空気ボンベの拡充を図り、隊員の安全管理
を充実させる。また、消防活動上必要な資機材を順次
更新・整備し市民生活の安心・安全を確保する。

現継
　消防活動用資機材の維持管理を徹底すると
もに、災害時に安全・迅速に業務を遂行できる
よう計画的に資機材を更新する。

現継 現状継続とする。 2

消防団活動支援事業 439 消防本部総務課 180 180 180

　消防団員は、水火災又は地震から住民を保護する使
命のほか、地域の防災意識の向上やコミュニティーの
活性化に向け、防火指導や特別警戒等の自主的な活
動により、安全で安心なまちづくりを目指しており、これ
らの活動に補助する。

現継
　市民の安全で安心なまちづくりを目指す自主
的な活動への支援は必要である。

現継 現状継続とする。 2

消防水利整備事業 440 警防課 12,662 6,926 15,356

　火災等の発生時に速やかに消火活動を行えるよう無
水利地域の解消を図るため整備を行うとともに、耐用
年数３０年を経過した老朽消火栓を水道事業が行なう
配水管改良工事に併せ計画的に更新する。

現継

　平成25年度より、消火栓更新事業と統合し
た。
　平成25年度見直した消防水利の整備計画に
基づき更新を実施する。また、老朽化した消火
栓を水道事業の配管更新計画と並行し計画的
に更新し維持管理する。

現継 現状継続とする。 2

消防救急無線等整備事業 442 警防課 40,158 0 0
　消防・救急無線をデジタル方式に移行するため、石狩
振興局管内の６消防本部共同で整備を行う。

終了
　平成25度年システム整備完了し、平成26年
度から保守費用が必要となる。（保守費用負担
割合6.01％）

終了
済
整備完了に伴い終了とする。 -

消防団員安全装備品等整
備事業

443 消防本部総務課 761 817 832
　地域の安全・安心の担い手として活動している消防
団員の老朽化した安全装備品等について、装備基準
及び被服基準に従い更新し、公務災害を抑止する。

現継
　地域防災力の維持向上のために必要不可欠
である。

現継 現状継続とする。 2

消防署大曲出張所庁舎建
設事業

463 消防本部総務課 361,507 13,053 0
　交通渋滞による出動障害や敷地狭隘などの課題解
決のため、西部、大曲地区の拠点となる消防署大曲出
張所を建設する。

終了
　西部、大曲地区の拠点となる庁舎を移転建
設することにより、消防力の体制強化を図る。

終了
西部、大曲地区の拠点となる庁舎を移転建設
し事業終了。

-

消防車両等更新事業 465 警防課 33,766 79,243 20,478
　複雑・多様化する災害及び大規模災害に対応した消
防活動体制の確立のため、老朽化した消防車両を計
画的に更新する。

現継

　老朽化した消防車両を最新資機材を装備し
高度な災害対応や走行性能の向上した車両に
整備するものであり、市民の安全・安心を守る
ために必要不可欠である。

現継 現状継続とする。 2

通信指令台更新事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　479 警防課 236,527 0 0
　大規模災害に対応した指令体制の確立のため、老朽
化した通信指令台を高機能消防指令システムに更新
する。

終了
　高機能消防指令システムの導入で、確実な
119番を受報及び迅速な指令により市民の生
命・財産を守る。

終了
済
通信指令台を高機能消防指令システムに更新
し事業終了。

-
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　　２　火災予防の推進 151 100 100

防火委員会推進事業 445 予防課 100 100 100

　市民及び地域の防火防災意識を高揚させるため、公
益性の高い防火活動事業を行う北広島市防火委員会
に交付金を交付する。（幼年消防クラブ、少年消防クラ
ブ及び婦人防火クラブ等の活動を促進）

現継
　引き続き新たな防火クラブ等の結成、事業実
施方法等を精査する。

現継 現状継続とする。 3

住宅用火災警報器普及啓
発事業

447 予防課 51 0 0

　平成１８年の消防法改正により、住宅における火災の
早期発見と早期避難実現のため住宅用防災機器の設
置基準が示された。北広島市は火災予防条例により平
成２０年６月１日から完全義務化を図り、全ての住宅へ
の住宅用火災警報器普及啓発事業を行う。

終了
　本事業における普及啓発活動により一定の
効果があったものと判断し、今後は経常経費に
より普及啓発を行う。

終了
済

普及啓発活動により一定の効果があったもの
と判断し、施策としての事業は終了し、H26から
経常経費で実施。

-

　　３　救急救命体制の充実 2,598 3,184 3,023

応急手当普及啓発活動事
業

448 救急指令課 796 843 993

　AED（自動体外式除細動器）の使用と心肺蘇生法を
含めた救命講習会を広く開催し、重篤な傷病者に対し
て迅速・的確な応急手当ができる市民を養成して、救
急車の到着前に必要な応急手当が受けられる環境を
整え、併せて救急搬送時の救命率の向上を図ることを
目的とする。

現継

　市民の防災意識が高まる中、応急手当に対
する関心も高く、平成25年度は2700人以上の
市民が受講している。（平成24年度は2430
人）。今後も引き続き救命率の向上を目指し、
受講者に合わせた各種講習（救命講習Ⅰ及び
Ⅲ、上級救命講習、救命入門コース）を実施し
応急手当の普及拡大を図る。

現継 現状継続とする。 3

メディカル・コントロール事
業

450 救急指令課 1,802 2,341 2,030

　メディカル・コントロール体制において、医師の指導に
よる救急活動の事後検証、病院実習、指示・指導・助
言を通して救急救命士の処置と医学的判断の資質向
上を図る。また、各種研修を受け救急救命士の処置拡
大に対応し、搬送中の処置で病状の悪化を防止するこ
とで救命率の向上を図る。

現継

　病院前救護の充実を図るためにもメディカル・
コントロール事業の一環である病院実習は、必
須であり更に今年度から新たに処置拡大２項
目（血糖測定によるブドウ糖投与、心肺停止前
の輸液）実施可能な救急救命士及び指導救急
救命士の養成は、市民サービスの向上及び救
急隊員の更なる資質向上を図るためにも必要
である。

現継 現状継続とする。 3

　第６節　交通安全の推進 17,712 18,011 17,902

　　１　交通安全意識の充実 14,627 14,911 14,802

交通安全推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　451 市民課 14,627 14,911 14,802

　交通安全推進員、交通安全学童指導員、交通安全
指導員の配置、道路危険箇所への注意標識等の設置
及び公安委員会に対し規制要望等を行い、交通安全
意識の定着と事故の抑止を図る。
　また、各交通安全関係団体、地域住民及び民間企業
などで構成される北広島交通安全運動推進委員会が
実施する、広報・啓発活動、交通安全教室の実施及び
交通安全に係る民間団体の育成に対し交付金を交付
し、市全体が一体となった交通安全運動を展開する。

現継

　誰もが安全に安心して暮らせるまちづくりの
実現には、交通安全の推進は必要不可欠であ
る。交通安全の推進については、　推進員や指
導員等の配置、注意標識の設置や公安委員会
に対する規制要望は市において実施する。ま
た、広報・啓発活動、交通安全教室の実施及
び交通安全に係る民間団体の育成について
は、各交通安全関係団体などで構成する北広
島交通安全運動推進委員会に交付金を交付
し、市民全体が一体となった交通安全意識の
向上を図る。

現継 現状継続とする。 3

　　２　交通安全環境の整備 3,085 3,100 3,100

交通安全施設整備事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　452 市民課 3,085 3,100 3,100
　だれもが安全に安心して通行できるよう、交通安全施
設など交通環境の整備を促進する。

現継
　市民要望や道路環境の変化に応じ、逐次交
通安全施設の整備を図る。

現継 現状継続とする。 2
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　第７節　防犯対策の推進 45,098 37,975 28,281

　　１　防犯意識の普及啓発 899 1,057 864

防犯活動支援事業 415 市民課 597 628 609

　防犯意識の普及と啓発活動を実施する北広島市防
犯協会連合会に交付金を交付する。
　(防犯協会連合会に一括交付し、各地区防犯協会等
に配分している）

現継

　安全で安心なまちづくりにむけて、市民の自
主的な防犯意識の向上及び防犯活動を助長し
ていくことは重要なことであり、引き続き支援し
ていく。

現継 現状継続とする。 3

犯罪のない安全で安心な
まちづくり推進事業

453 市民課 302 429 255

　市民が安心して暮らせるまちづくりを推進するため、
「北広島市犯罪のない安全で安心なまちづくり推進計
画」に基づき、防犯意識の普及啓発活動の実施及び自
主防犯活動に対して資材等の支援を行う。

現継

　平成26年度で現在の「犯罪のない安全で安
心なまちづくり推進計画」の期間が終了するた
め、内容の見直しを行い、新たな計画に基づき
犯罪のない安全で安心なまちづくりを推進して
いく。

現継 現状継続とする。 3

　　２　犯罪が起こりにくい環境づくり 44,199 36,918 27,417

街路灯整備支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　454 市民課 44,199 36,918 27,417
　夜間における犯罪の防止及び交通の安全確保を図
るため、街路灯の設置や維持する自治会等の団体を
支援する。

現継

　夜間における犯罪の防止と安全確保のため
に設置している街路灯経費を補助することによ
り、犯罪が起こりにくい環境づくりが図られるた
め、補助制度を維持していく必要がある。
　また、街路灯のLED化を進めるため、H24年
度から設置費補助率を1/2から2/3に引き上
げ、H26年度末のLED化率が全体灯数（6100
灯）の50％となる見込みであり、今後もＬＥＤへ
の切り替えを推進すものとする。

現継 現状継続とする。 3

　第８節　消費生活の安定 3,080 3,932 2,397

　　１　消費者教育の拡充 2,670 3,372 1,987

消費者行政活性化事業 456 商業労働課 2,670 3,372 1,987

　消費者利益の擁護増進、消費生活被害の未然防止
及び関係機関への連絡、協議を行い、被害拡大防止を
図る。
消費生活全般を通じて相談や苦情に的確かつ迅速に
対応するため、消費生活相談員を配置する。
北海道の消費者行政活性化基金を活用し、消費生活
相談体制の強化を図り、消費生活問題の周知・啓発に
努める。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

　　２　消費者保護の推進 410 560 410

北広島消費者協会活動支
援事業

458 商業労働課 410 560 410
　消費者基本法の理念に基づく消費者の利益保護と消
費生活の安定と向上を図るため、様々な消費者活動を
展開している北広島消費者協会に補助金を交付する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

第４章　活気ある産業のまち 479,342 395,664 401,564

　第１節　農業の振興 113,743 52,438 56,584

　　１　担い手の育成 3,788 7,401 7,958
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農業後継者等育成事業 500 農政課 500 300 600

　本市の農業の持続的発展のために、次代の担い手
である農業後継者等の育成及び確保を図るため、農業
後継者等の研修等に対して補助金を交付する。また、
新規就農者に対し定着3年後に新規就農者支援金を2
年間交付する。

現継

　農業者が減少している中、持続性の高い農
業の展開を図るため引き続き担い手や新規就
農者の育成に資する研修活動等を積極的に推
進する。

現継 現状継続とする。 3

道央農業振興公社負担金
事業

502 農政課 1,781 1,781 1,781

　北広島市、千歳市、恵庭市、江別市、道央農業協同
組合が共同し、広域事業として農業振興を図るため
に、担い手別の育成事業、農用地の利用調整事業、生
産性の向上と安全安心な農産物生産支援事業、農業
労働力確保支援事業、酪農・畜産関連での受託事業
等を実施する。

現継 　公社への負担金であり、現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

新規就農・経営継承総合
支援事業

539 農政課 1,507 5,320 5,577

　農業従事者の高齢化が急速に進展する中、持続可
能な力強い農業を実現するには、青年の新規就農者
及び経営継承者（以下「青年就農者」）という。）を大幅
に増加させる必要がある。
 青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図り、経営
が不安定な就農直後（５年以内）の所得を確保する給
付金を交付する。

現継
　将来の日本農業を支える若い世代の農業者
を育てるための支援は、必要性が高い。

現継 現状継続とする。 3

　　２　農地の利用・保全 92,561 12,060 29,984

多面的機能支払交付金事
業

504 農政課 2,444 2,445 2,444

　農地・農業用水等の維持保全活動は農家主体で行
われているが、農村地域の高齢化進行、専業農家の
減少等により施設の保全管理は困難な状況になっいて
る。このような状況の中で農業者、地域住民が一体と
なった保全活動により、農業施設の長寿命化及び集落
機能の低下を防ぎ、農村環境の適切な保全管理と質
的向上を図る。
平成25年度までは農地・水保全管理事業として実施さ
れていたが、平成26年度より多面的機能支払交付金と
して実施されることとなった。

現継
　名称は変更となったが、事業の基本的な考え
方、内容はこれまでの内容を組換えたものと
なっており、継続して実施する。

現継 現状継続とする。 2

農地改良事業 509 農政課 2,004 3,000 3,540

　農家が、転作田を含む透排水不良の農地において作
物の品質向上、安定生産を確保するために明渠・暗渠
排水整備を実施する際に助成を行う。また、現在借り
手がいない遊休農地の流動化を図るために農地復元
を行う場合に助成を行う。

現継

　市内の農作物向上や収益性を高めるために
は安定的な農地の状態を維持することが必要
であり、また遊休農地の流動化にもつながるこ
とから引き続き支援を実施する。

現継 現状継続とする。 2

農業用排水路維持管理事
業

510 農政課 4,526 0 0
　病害虫の発生を抑え、流下断面を確保し、水害の予
防を図るため、市が管理する農業用排水路の草刈り、
床浚いを実施する。

終了
済
　現状継続とする。なお、平成26年度より経常
経費にて実施する。

終了
済
施策としての事業は終了し、H26から経常経費
で実施。

-

東の里揚水機場幹線用水
路移設事業

531 農政課 83,587 0 24,000

　東の里に設置予定である遊水地の計画敷地内に敷
設されている恵庭土地改良区財産の東の里幹線用水
路について、遊水地の造成に支障があることから、国
の移転補償により、計画敷地外に市が受託して移設を
行う。
　事業の実施については、委託により実施することにな
る。なお、国の遊水地工事の実施状況により、当事業
の実施時期については、変更の可能性がある。

現継 　実施設計に基づき、移設工事を再開する。 現継 現状継続とする。 2
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排水機場集中管理システ
ム更新事業

540 農政課 0 6,615 0

　市内４箇所（南の里、新中の沢、中の沢、共栄）の排
水機場を監視制御及びデータ収集し、排水ポンプを適
正に稼働させ内水氾濫の防止を図ることを目的に平成
４年に設置したシステムが耐用年数を超え監視制御に
支障をきたしているため新システムに更新する。

終了 　平成26年度終了。 終了
排水機場集中管理システムの更新を平成26年
度に終了する。

-

　　３　都市住民との交流 619 1,046 1,112

野菜づくり講座事業 511 農政課 163 181 185

　市民を対象に、現役の農家や有識者などの知識と経
験を生かして農作物の栽培知識や技術を提供する野
菜づくり実践講座を開設し、食や農業に対する関心を
高める。

現継

　参加者から高評価を受けていることから、農
業や安心安全な食に対する市民の関心を高め
るため、関係機関の協力を得ながら本講座を
継続して実施する。

現継 現状継続とする。 3

食農教室事業 512 農政課 43 51 62

　ファストフードや加工食品等の消費が拡大している中
で、スローフードや健全な食習慣を身につけるといった
ことに関心が高まっていることから、市内の小学生とそ
の保護者を対象に親子で食や農を考える機会を作るこ
とを目的として、保健福祉部・教育委員会と共同し、野
菜・果物の収穫体験などをとおして農業者等との交流
や、地場農産物の加工体験を行う食農教室を実施す
る。

現継

　参加した児童と保護者からは高評価を得てい
る。引き続き食と農について生産者等との交流
を図ることを基軸としながら、関係課にて周知
方法と内容を検討し、より魅力のある効果的な
セミナーとする。

現継 現状継続とする。 3

菜園パーク促進事業 513 農政課 0 100 250

　市民の余暇活動等の憩いの場としての認定市民農
園を市内の遊休農地等に開設する場合に、開設のた
めの相談や支援を行うことで遊休農地等の有効活用だ
けでなく、農業者の経営の多角化や安定化につなげ
る。

現継

　農業者の高齢化が進む中、今後離農者が増
えることが予想されると共に農地の遊休化も心
配されることから、市内の農地を有効利用し、
かつ市民の余暇活動等としての場を確保する
ためにも継続して実施する。

現継 現状継続とする。 3

グリーンツーリズム推進事
業

533 農政課 413 714 615

　農産物の直売や体験型農業などグリーンツーリズム
の取組みは、地域経済への波及効果が期待されること
から積極的なＰＲを実施する。今後、グリーンツーリズ
ム活動の連携促進によりさらに多く交流が生まれ、本
市の農業や魅力を市内外に伝えられることから、実施
者が連携した活動を支援する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

　　４　生産・流通の振興 16,775 31,931 17,530

経営所得安定対策直接支
払推進事業

501 農政課 6,680 6,680 6,834

　農業経営の安定化を図るため、販売価格が生産費を
恒常的に下回っている作物を対象に、その差額を補正
する交付金及び農業収入の減少がその農業経営に及
ぼす影響を緩和するための交付金を交付する制度で
ある経営所得安定対策を推進するための活動主体と
なる北広島市地域農業再生協議会を支援する。

現継
　農業経営の安定化を図るための制度である
経営所得安定対策を推進するために必要な事
業である。

現継 現状継続とする。 3

農業資金利子補給事業 514 農政課 621 520 470

　認定農業者がその計画に則して規模拡大などの経
営展開を図るために農業経営基盤強化資金を借入れ
した場合に利子の一部を助成することにより、経営感
覚に優れた効率的かつ安定的な農業経営者を育成す
る。

現継
　農業経営基盤強化資金利子の一部を補給す
るものであり、現状継続とする。

現継 現状継続とする。 2
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農業振興奨励事業 515 農政課 2,237 2,670 3,000

　農業経営者等で構成する生産組織や酪農家等に対
し、道央農業協同組合を通し事業費用の一部を補助す
る。
　（研修会、先進地視察など農業技術の向上や酪農ヘ
ルパー事業、えぞ鹿被害対策の電牧柵などに補助。）

現継
  各農業団体等が実施する農業振興事業に対
する支援により効果的な農業振興が図られる
ことから継続して支援する。

現継 現状継続とする。 3

環境保全型農業直接支援
対策事業

518 農政課 597 1,205 1,326

　化学肥料・化学合成農薬の使用削減等により地球温
暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を
行う農業者に対して、取り組み面積に応じ、予算の範
囲内で助成を行う。
　交付単価（カバークロップ：えん麦やひまわり等：10a
当たり）　国(50％)：4,000円　道(25％)：2,000円　市
(25％)：2,000円 合計8,000円

現継
　環境保全型農業直接支援対策事業を周知
し、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果
の高い営農活動を推進していく。

現継 現状継続とする。 3

経営体育成支援事業 534 農政課 6,563 19,956 5,000

　市の定める人・農地プランに位置づけられた中心経
営体等が、農業経営の発展・改善を目的として、金融
機関からの融資を活用して、農業用機械等を取得等す
る場合に、取得に要する経費から融資等の額を除いた
自己負担部分について補助金の交付を行う（取得に要
する経費の3/10が上限）。 また、融資を円滑に受ける
ため、農業信用基金協会への補助金の積み増しによ
る債務保証の拡大も選択することができる。

現継

　農業従事者の減少と高齢化が進む中にあっ
て、農業の持続的発展を図るためには地域の
中心となる経営体を育成・確保することが必要
であるため継続して事業を実施する。

現継 現状継続とする。 3

担い手への農地集積推進
事業

538 農政課 77 900 900

　土地利用型農業について、農業規模が20～30haの
農業経営体が大宗を占める構造を目指すために、人・
農地プランを作成し、地域の中心となる経営体に農地
の集積を図ることとし、その集積に協力をする農業者に
対して協力金を交付する。

現継

　集落・地域での徹底的な話合いによって地域
農業のあり方や、地域の中心となる経営体の
確保、地域の中心となる経営体への農地集積
などについて議論を進め、持続可能な農業を
実現していく。

現継 現状継続とする。 3

　第２節　工業の振興 75 210 150

　　１　地元企業の育成 75 150 150

企業人財づくり支援事業 516 工業振興課 75 150 150

　活力のあるまちづくりには、企業の健全経営が根幹
であり、企業の健全経営には有能な人材の育成や確
保が不可欠であるため、市内に立地する企業が実施
する能力開発セミナーや各種研修等に助成し、企業の
健全経営を促進する。

現継
　受講者アンケートにおいて、受講したいセミ
ナーテーマを募っており、要望に沿ったテーマ
や市民が参加しやすいテーマを選考して行く。

現継 現状継続とする。 3

　　２　市内での連携 0 60 0

北広島クラスター構想事業 517 農政課 0 60 0
　産・学・官の連携(クラスター形成)により、企業単独で
は実現が難しい地域特性を生かした新たな産業の創
出や、新製品等の開拓促進を目指す。

見直
し

　今年度は再度市内企業の意向調査を実施
し、結果によっては事業の廃止も含め方向性を
検討する。

見直
し
事業のあり方について、休止・廃止を含めて検
討すること。

4

　第３節　商業の振興 320,678 315,237 312,323

2,875 3,449 4,184

空き店舗利用促進事業 519 商業労働課 601 1,160 1,800
　大型店の進出や店舗の移転、事業者の高齢化によ
る廃業など、空き店舗増加への対策事業を実施する北
広島商工会に対して支援する。

現継
　空き店舗解消への直接的な補助であり、起業
者の負担軽減による出店の促進に有効な事業
であることから現状継続とする。

現継 現状継続とする。 3

　　１　各地域商業の振興・商業団体の育成
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地域商店街活性化事業 520 商業労働課 574 589 684
　各地区の商工業者が連携して、地域の特性を生かし
ながら商店街の賑わいと活性化を図る各種事業に対し
て支援する。

現継
　各地区の消費者にとって地域商店街の存在
意義は大きいことから、支援を継続する。

現継 現状継続とする。 3

商工会地域振興事業 676 商業労働課 1,700 1,700 1,700

　本市の農産物や観光資源及び歴史的資産を活用し
た北広島市の知名度アップ、交流人口の増加を図ると
ともに、新商品開発、販売などに広く商工業者が参加
できる環境を整えるため、北広島商工会が実施する地
域振興事業に対し支援を行う。補助終了後もキャラク
ターを活用した事業は商工会で継続していく。

現継
　現状継続とする。3年間という限られた期間で
より効果のある事業内容となるよう検討してい
く。

現継 現状継続とする。 3

　　2　商業経営の安定 317,803 311,788 308,139

小規模事業指導推進事業 521 商業労働課 27,433 28,154 26,763

　小規模事業者の経営安定化と中小企業支援のた
め、経営指導及び経営改善への業務指導を行う北広
島商工会に対して人件費及び事務費の一部を支援す
る。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

中小企業者等融資事業 522 商業労働課 274,626 269,595 265,330

　中小企業者の事業資金の円滑化を図るため、市が市
内金融機関に原資を預託する。また、信用保証料の全
額及び利子の一部を市が補助することにより、事業者
の負担を軽減し、中小企業の育成振興を図る。

現継
　経済状況に明るい兆しが見られるものの、依
然として厳しい状況にあることから中小企業者
の経営安定を図るため現状継続とする。

現継 現状継続とする。 2

住宅リフォーム支援事業 536 商業労働課 15,744 14,039 16,046

　「北広島市住宅リフォーム助成に関する条例」に基づ
き、市民が市内建設事業者を活用して住宅のリフォー
ムを行う際の工事等に要する費用の一部（10分の1、上
限10万円）を助成することにより住宅の改修を促進し、
もって快適な住環境の整備並びに市内の建設産業の
振興及び雇用の安定を図る。
　平成26年3月31日をもって終了する予定であったが、
平成29年3月31日まで3年間延長する。

現継
　事業に対する市民ニーズは高く、また、建設
産業の振興等に成果があったと認められる。

現継 現状継続とする。 3

　第４節　企業誘致・新産業の創出 2,148 2,336 5,977

　　１　企業誘致の推進 1,331 1,861 4,862

企業誘致推進事業 524 工業振興課 1,331 1,861 4,862
　優良な企業の立地による地域経済の活性化や雇用
創出の場を確保するため、北広島輪厚工業団地や民
間所有の分譲地への企業誘致活動を行う。

現継
　輪厚工業団地の早期完売に向けて、積極的
に道内外の進出意欲のある企業に出向き、企
業誘致活動を展開する。

現継 現状継続とする。 2

　　２　新産業の創出 817 475 1,115

コミュニティビジネス創業支
援事業

525 商業労働課 817 475 1,115

　少子高齢化、コミュニティ醸成、環境保全、教育、地
産地消など地域課題の解決にビジネスとして取り組む
団体、企業、個人の支援を行うため、コミュニティビジネ
スアドバイザーによる相談を実施するとともに、コミュニ
ティビジネスに取組む団体等の創業時に要する経費を
補助する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

　第５節　観光の振興 9,757 7,642 7,232
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　　１　観光の振興 9,757 7,642 7,232

観光振興事業 526 商業労働課 4,840 3,930 3,930

　市内外の各種イベントへの参加や観光資源の紹介、
宣伝等により本市の観光事業の発展やイメージアップ
を図るため、北広島市観光協会へ交付金を交付する。
　また、石狩管内の市町村等で構成する「さっぽろ広域
観光圏推進協議会」事業の推進に努める。

現継
　観光振興推進、新規事業の開発等により財
源確保、事務局移管の検討を行う。

現継 現状継続とする。 3

寒地稲作発祥１４０周年記
念事業

691 商業労働課 1,127 0 0

　明治6年、中山久蔵が北広島市の島松で寒地稲作
「赤毛種」を成功させてから140年を記念し、北海道の
稲作の礎を築いた中山久蔵翁の事跡を偲び「温故知
新～挑む精神を継承するために～」をテーマとし、市民
とともに各種事業を通し、その偉業を讃え、寒地稲作発
祥の地として北広島市を全国に発信する。

終了

　寒地稲作140周年を記念し、中山久蔵翁の偉
業と功績を讃えるとともに、各種事業を通し市
内外に発信することにつながった。今後は節目
を捉え事業の実施に努める。

終了
済
寒地稲作発祥１４０周年を記念する本事業は
適切に実施された。

-

都市型観光推進事業 828 商業労働課 3,790 3,712 3,302

　良好な都市イメージの創出と交流人口の増加を目指
すため、平成２５年度までは食資源などの開発・製作、
WEB・催事による情報発信を実施してきたが、平成２６
年度からは企画財政部政策調整課がシティセールスを
主管となって推進し、本事業は交流人口の増加を目的
として観光事業を実施する。

現継

　シティセールス事業は企画財政部政策調整
課が主管となって実施する。今後は観光基本
計画に基づき、交流人口増加に向けて都市型
観光を推進する。

現継 現状継続とする。 3

　第６節　労働環境の整備 32,941 17,801 19,298

　　１　就業機会の拡大と安定化 32,941 17,801 19,298

地域職業相談室運営事業 528 商業労働課 4,763 2,403 2,403

　求人情報の提供、職業相談、失業者相談を実施し、
求職者等への新たな就職促進を図る。
　「地域職業相談室(ジョブガイド北広島)」を国との連携
により設置・運営するため、相談室の維持管理費の負
担と就職支援推進員1名を配置。

現継
　現状継続とする。事業内容については、求職
者に広く利用されるよう、引き続きＰＲが必要。

現継 現状継続とする。 2

季節労働者通年雇用促進
支援事業

529 商業労働課 87 395 395
　北広島市季節労働者通年雇用促進支援協議会を支
援することによって、市内に居住する季節労働者の通
年雇用化を促進する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

シルバー人材センター活動
支援事業

530 商業労働課 10,500 10,500 10,500
　高齢者の臨時的かつ短期的な仕事を確保し、提供し
て、高齢者の生きがいと活力ある地域社会づくりのた
めに活動しているシルバー人材センターを支援する。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

雇用対策事業 535 商業労働課 17,591 4,503 6,000

　失業者及び未就職卒業者の生活困窮を救済するた
め、次の雇用までの短期雇用や就業機会の創出・提供
を行うとともに人材育成を図る。
　平成26年度より市独自の事業として、若年層求職者
を新規雇用した市内中小企業に対して交付金を助成す
る（北広島市若年層新規雇用助成金交付要綱）。

現継

　現状継続とする。臨時的な雇用確保だけでは
なく、継続的な就業機会の創出・提供が必要で
ある。平成２６年度から離職の若年求職者向け
支援を実施する。

現継 現状継続とする。 3
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25年度 26年度 27年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

26年度　1次評価

平成26年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計
画
事

業
番
号

担当課名
26年度　2次評価

第５章　快適な生活環境のまち 1,944,112 2,534,173 2,590,931

　第１節　市街地整備の推進 39,885 19,614 25,461

　　１　市街地の形成 475 3,448 661

市街地整備計画事業 600 都市計画課 193 332 387

　「第5次総合計画」の「基本目標」や北広島市都市計
画マスタープランに基づいて「都市づくりの目標」などの
実現のために、計画的な市街地の形成をめざす。平成
24年度に上位計画の策定や、社会状況の変化に伴
い、北広島市都市計画マスタープランの改訂を行った。
平成25年度よりマスタープランに基づく、北広島市にふ
さわしいコンパクトシティ実践のため、｢土地利用計画
制度の見直し｣を行う。

現継

　都市計画で決定する関連事業である、市街
地整備促進事業（土地利用計画、都市施設の
下水道、ごみ処理場等）、道路計画事業（都市
施設の道路）及び緑の基本計画事業（都市施
設の公園、緑地）については、より効率的な事
業とするため、施策体系の位置づけを検討す
る。

現継 現状継続とする。 2

町名・町界整備事業 601 都市計画課 65 2,936 0
　市民及び来訪者の利便を図り、わかりやすいまちづく
りを進めるため、町名・町界整備を進める。

休止
廃止

　輪厚地区の整備終了のため、事業を休止す
る。
　町名整備時に再計上、経常経費で実施する。

休止
廃止

輪厚地区の整備終了のため、事業を休止す
る。

4

土地区画整理組合指導事
業

602 都市整備課 37 46 0

　組合施行の土地区画整理事業に関して適切な指導、
助言、技術援助、許認可を行なうことにより、本市が目
指す魅力ある健全で良好な市街地形成の誘導を図り、
地区住民等の生活環境の向上と新たな市民のための
住宅地を供給する。

拡大
第7回事業計画変更に伴い、施行期間が平成
27年度に変更となった。

拡大 平成27年度までの実施とする。 1

市街地活性化事業 613 都市計画課 180 134 274

①北広島団地活性化計画の推進や既存市街地の未
利用地の利用促進のため、各種支援制度の検討を行
う。
②北広島団地活性化に向けた情報提供・意見交換な
どの場づくり。
③空き地・空き家などの不動産の流動化に向けた取組
みを行う。

現継

　北広島団地活性化計画に基づく住民・事業
者・行政等による取り組みを推進するとともに、
既存市街地における合理的な土地利用など、
今後も各地区の地域性を生かしたまちづくりを
推進していく。

現継 現状継続とする。 3

　　２　駅周辺まちづくり 39,410 16,166 24,800

エルフィンパーク活用事業 603 エルフィンパーク 9,766 10,019 10,091

　市民サービスコーナーにおいては、土・日・祝日にお
ける戸籍等各種証明の交付などを実施し、市民サービ
スの向上を図る。
　市民に憩いと集いの場を提供し、展示やイベントを通
じて市民活動の助長と交流の促進を図る。

現継 　より一層の行政サービスの向上に努める。 現継 現状継続とする。 3

有料駐車場管理運営事業 604 土木事務所 28,035 4,484 12,560

　駅周辺公共施設等の利用者の利便性の向上及び違
法駐車を防止し良好な都市景観を確保するため、指定
管理者制度を活用し、市営東西駐車場の適正な管理・
運営を行う。

現継

　指定管理者が近隣の施設へチラシ等でＰＲ
し、広告付きティッシュの配布回数を増やすな
ど利用増に向けた取組を行なうほか、更なる利
用増に向け、他の自治体へポスターでの掲示
や広報紙への掲載を実施し現状継続する。

現継 現状継続とする。 2

自転車駐車場管理事業 605 土木事務所 1,609 1,663 2,149
　駅周辺の良好な環境保持のため、駅東西側に４箇所
設けた自転車駐車場等の適切な管理運営を行うととも
に、自転車の利用促進を図る。

現継
　駅周辺の良好な環境保持のため現行事業を
継続する。

現継 現状継続とする。 3
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26年度　1次評価

平成26年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

事務事業名
計
画
事

業
番
号

担当課名
26年度　2次評価

駅周辺まちづくり推進事業 606 政策調整課 0 0 0

　ＪＲ北広島駅周辺の文化施設や商業・業務施設の諸
機能を生かし、市の顔にふさわしいまちづくりを推進す
る。
　ＪＲ上野幌駅のバリアフリー化については、今後も札
幌市、ＪＲ北海道と意見交換や情報の共有化を図る。

現継
　ＪＲ北広島駅周辺の文化施設や商業・業務施
設の諸機能を生かし、市の顔にふさわしいまち
づくりを推進する。

現継 現状継続とする。 3

　第２節　居住環境の充実 85,646 518,743 310,491

　　１　公営住宅等の整備促進 85,626 518,343 310,091

公営住宅長寿命化事業 607 建築課 0 45,804 32,998

　市営住宅は構造により耐用年限が45年又は70年とさ
れ、この間市営住宅としての役割を果たすには、その
性能を保持するための計画的な修繕や改善が必須で
ある。
　平成23年度に策定した『北広島市公営住宅長寿命化
計画』に基づき、平成26年度から必要な修繕・改善等を
実施する。

現継

　市営住宅広島団地は建築から２０余年が経
過していることから、屋上防水や外壁の改修
は、住宅ストックの延命を図るためには、非常
に有効な手段である。

現継 現状継続とする。 3

市営住宅共栄団地建替事
業

608 建築課 85,626 472,539 277,093

　高齢者や低額所得者など住宅困窮者が入居する市
営住宅の住環境水準向上のため、公営住宅ストック総
合活用計画により、老朽化が著しい共栄第２団地と北
の台団地を共栄第２団地敷地に集約した形で建替え
る。

現継 　基本設計に基づき事業を継続して実施する。 現継 現状継続とする。 2

　　２　多様なニーズへの対応 20 400 400

住宅住替え支援事業 609 建築課 0 0 0

　利便性の高い地域への住替えの意向を持っている高
齢者世帯等からの住宅情報を収集・登録し、この情報
を子育てに適した環境の住宅を求めている世帯などに
提供して住替えの円滑化を図るとともに、空き家の増
加を防ぐ。

終了
　当課の事務は「住宅相談」のみとなっている
ため、事務事業評価対象には馴染まないと考
える。

見直
し
北広島市住生活基本計画の策定状況を踏ま
え、事業の見直しを行うこと。

4

木造住宅耐震診断・改修
支援事業

610 建築課 20 400 400

　木造住宅の耐震化の促進を図るため、昭和56年5月
31日以前に建築された木造住宅を対象として所有者が
耐震診断・改修工事を行う際に要する経費の一部を助
成する。

現継

　'年２回の広報掲載やポスター等で周知を
図った結果、診断の実績が１件。
　継続して木造住宅の耐震診断補助を行い、
新たに耐震改修補助を実施する。

現継 現状継続とする。 3

　第３節　道路の整備 681,067 674,088 742,148

681,067 674,088 742,148

市道整備事業（補助） 614 都市整備課 125,589 189,001 277,335

　未着手路線の整備により市民の円滑な移動と地域交
通の利便性向上を図るとともに、自転車・歩行者の利
用環境整備のために歩車道の整備を行い安全を確保
する。

現継
　歩行者や車両等の通行の安全を確保するた
め、関係機関と協議を行いながら事業を進めて
行く。

現継 現状継続とする。 2

生活道路整備事業 615 都市整備課 78,263 104,900 106,927
　市民にとって最も身近な生活道路を整備することで、
振動や防塵対策、雨水の滞留防止を図り、安全で快適
な道路環境を確保する。

現継
　当事業における整備率は約95.3%となってい
るが、目標達成に向け継続して実施する。

現継 現状継続とする。 2

市道整備事業（単独） 616 都市整備課 308,233 63,282 26,000
　未改良区間や老朽化した路線の整備を拡大し、安全
で快適な道路環境を確保する。

現継
　通行する歩行者や車両の安全確保が図られ
ているため、継続して事業を実施する。

現継 現状継続とする。 2

　　１　市内幹線道路・生活道路等の整備
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計
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番
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担当課名
26年度　2次評価

街路樹補植事業 621 土木事務所 2,909 3,000 3,000
　都市景観の保持と交通の安全性の確保のため、枯
れや倒木によって除去された空き植樹桝約４３０箇所
（H26.2月現在）に、補植を実施する。

現継
　街路樹の補植については、計画的に実施す
るため現状継続とする。

現継 現状継続とする。 2

照明灯維持補修事業 622 土木事務所 25,547 30,000 30,000
　市管理の道路照明灯を計画的に維持・補修すること
により、車両及び歩行者の通行の安全を確保する。 現継

　施設劣化にともなう、補修・取替灯数の増加
が見込まれるため、計画的に補修を進めていく
必要がある。

拡大
目標値を大きく下回っているため整備を進める
必要がある。

1

舗装補修事業 623 土木事務所 101,283 120,000 120,000
　老朽化している市道のうち、幹線及び準幹線の中か
ら交通量、劣化度、重要度等により補修事業を計画的
に進める。

現継
　舗装老朽化にともなう事故防止のため、今後
も計画的に事業を実施する必要がある。

現継 現状継続とする。 2

市道用地確定事業 624 土木事務所 1,688 1,495 2,593

　市道敷地の用地確定（分筆）が必要なものや、所有
権、使用権などの権原を市が取得していないもの（未
処理用地）について、用地買収、寄付などにより権限を
取得する。

現継
　土地所有者の居所調査や売買への意向を確
認しながら用地取得の緊急性を精査し、事業を
行なう。

現継 現状継続とする。 3

地域土木振興事業 625 土木事務所 914 1,400 750

　市内の土木施設の整備を図り、住民生活の向上のた
め、共同で土木工事を実施する者に対し、事業費の支
援を行う。
　市が管理する以外の道路等で、土木工事を施工する
団体に、工事費用の１/２以内の額の補助を行う。

現継
　平成25年度に補助率を見直し、事業は継続
する。

現継 現状継続とする。 3

東西連絡橋施設補修事業 627 土木事務所 2,300 3,157 3,800
　市民の憩いとコミュニティの場として良好な状態を維
持するため、経年劣化によるシーリング等の補修を計
画的に実施する。

現継
　多くの市民が利用する交流の場でもあること
から、快適な空間を維持するため計画的な補
修が必要である。

現継 現状継続とする。 3

橋梁長寿命化事業 632 土木事務所 8,715 84,682 136,500

　平成24年度に策定した橋梁長寿命化修繕計画に基
づき、補修工事等を適期・適切に行うことにより橋梁の
長寿命化並びに修繕費用の縮減を図りつつ、道路網
の安全性・信頼性を確保することを目的とする。

現継
　交通の安全の確保とその円滑化を図り、市民
生活の安定と向上に寄与する。

現継 現状継続とする。 2

道路計画事業 633 都市計画課 6,210 3,171 3,243

　安全性、利便性の高い都市間連絡道路や市内道路
網のネットワーク形成のため、都市計画道路を適切に
定めるとともに、適宜、都市計画道路網の見直しを進
める。
　また、道路網計画の検討や整備効果の評価などの基
礎資料とするため、交通量調査を実施する。

現継

　都市計画で決定する関連事業である、市街
地整備促進事業（土地利用計画、都市施設の
下水道、ごみ処理場等）、道路計画事業（都市
施設の道路）及び緑の基本計画事業（都市施
設の公園、緑地）については、より効率的な事
業とするため、施策体系の位置づけを検討す
る。

現継 現状継続とする。 3

市道整備事業（受託） 631 都市整備課 19,416 70,000 32,000
　国の千歳川河川整備計画に伴い、支障となる裏の沢
川沿通線の道路付け替えを行う。

現継
　国の河川整備計画に基づく市道の付替えで
あるため、計画に基づき事業を継続する。

現継 現状継続とする。 2
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計
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業
番
号
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26年度　2次評価

　第４節　交通の充実 109,640 49,152 60,975

　　１　公共交通の充実 3,652 2,708 2,500

地域交通システム検討事
業

634 政策調整課 1,152 208 0
　交通空白地域や高齢化社会に対応した、持続可能な
地域交通システムの検討を行う。

終了
　乗合タクシー実証運行の結果及び対象区域
住民アンケート調査を踏まえ、地域交通システ
ムの市の方策をまとめる。

終了

乗合タクシー実証運行の結果及び対象区域住
民アンケート調査を踏まえ、地域ニーズに対応
し持続可能な地域交通システムとなるよう検討
を行うこと。

-

生活バス路線確保対策事
業

684 市民課 2,500 2,500 2,500

　乗合バス事業者の赤字路線の収支赤字額の一部を
補助金として交付し、市民の日常生活に不可欠な生活
バス路線を確保・維持し、市民生活の利便を図る。
＜補助対象路線＞
国庫補助・道単補助の対象路線以外で、かつ複数市
町村にまたがらない市内完結路線
＜補助対象期間＞
補助金の交付を受けようとする会計年度の前年度の3
月31日を末日とする1年間
＜補助対象経費＞
経常費用と経常収益の差額（赤字額）

現継
　生活バス路線の赤字額が増加しているため、
事業者の大幅な減便等を回避するため、実効
性のある事業である。

現継 現状継続とする。 3

2,168 2,201 2,238

サイクルネットワーク構築
事業

635 政策調整課 0 0 0

　北広島から馬追丘陵周辺に至る緑豊かな景観や自
然を活用し、 拠点となる施設を有機的に連携させたサ
イクルネットワーク構想を策定・整備し、環境にやさしい
自転車交通の利用促進を図る。
　地域環境の形成と交流ネットワークの広がりを通じ
て、広域的な地域振興を推進する。

現継
　札幌恵庭自転車道を軸に、国、北海道や他
市町村と歩調を合わせて市内ネットワークの構
築について検討する。

現継 現状継続とする。 3

レンタサイクル事業 636 土木事務所 2,168 2,201 2,238
　環境にやさしい交通手段である自転車の利用促進を
図るため、自転車の貸し出しを行い、併せて市民の健
康促進及びレクレーションの振興を図る。

現継

  平成25年度の貸出し数は、最低貸出し数で
あった平成23年度と比較すると約1.5倍に増加
しており、広報活動やサイン等の設置の効果
が表れた。今後も更なる利用者増に向けて努
力をしていく。

現継 現状継続とする。 3

　　３　冬期間交通の確保 103,820 44,243 56,237

市道排雪支援事業 638 土木事務所 33,126 36,636 48,384
　冬期間の生活環境の改善と交通確保を図るため、市
街化区域内における市道の排雪を実施する自治会等
に費用の一部を補助する。

現継
　冬季間の生活道路の交通を確保することによ
り、生活環境の向上が図られている。

現継 現状継続とする。 3

私道除雪支援事業 639 土木事務所 2,409 2,550 2,600
　公共性の高い私道の冬期間の交通を確保するため、
私道を除雪する団体にその費用の一部を補助する。

現継
　北広島市私道除雪補助金交付要綱の一部を
改正し補助率を2/3から1/2とした。世帯負担上
限額についても引き続き検討する。

現継
現状継続とする。世帯負担上限額についても
引き続き検討すること。

3

　　２　サイクリング・ネットワークの形成
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小型除雪機械貸出事業 640 土木事務所 969 1,257 1,383
　通常の市道除雪では対応しきれない道路などの除雪
を自主的に行う自治会等を対象に貸出を行う。

現継

　平成２４年度に要綱を改定し７日単位での延
長を可能にした。平成２５年度は３団体が延長
利用をし、好評であった。今後は更なるＰＲに
努め利用拡大を図る

見直
し

さらなる利用促進を図るとともに、小型除雪機
械のリース台数については、利用実績をふまえ
た効率的な台数となるよう検討すること。

4

除雪車等購入事業 641 土木事務所 67,316 0 0
　除雪車等の更新・増強を計画的に行うことにより、除
雪体制の保持・強化を図り、冬期間の円滑な交通と安
全を確保する。

現継

　厳しい経済状況の中、除雪を担う建設業者の
体力が低下し、必要な除雪機械の確保にも支
障が生ずる事態が懸念されることから、除雪体
制の維持強化のために、市の保有する除雪車
両の充実を図る必要がある。

現継 現状継続とする。 3

地域除雪懇談会推進事業 677 土木事務所 0 3,800 3,870

　雪対策基本計画における市民との協働による雪対策
の推進を図るため、地域除雪懇談会を開催し、除排雪
に関する問題点の整理を行い、その地域の除雪マップ
を作成する。

現継
　地域の実情に合った除雪を行う為に地域除
雪懇談会を開催し、除雪マップを作成する。

現継 現状継続とする。 3

　第５節　水道の整備 320,412 295,276 459,754

　　１　水の安心 2,754 2,502 2,742

水質検査委託事業 679 水道施設課 2,754 2,502 2,742
　給水する水が水道法に基づく水質基準に適合してい
ることを確認するため水質検査を実施する。

現継
　水道法に基づいた業務であり、今後も事業を
継続する。

現継 現状継続とする。 2

　　２　水の安定 131,519 88,312 154,930

飲料水等供給施設設置支
援事業

644 環境課 514 1,000 1,000
　市街化調整区域に居住する市民に対し、良質な飲料
水の確保と安定供給を図るため、飲料水等供給施設
の設置工事に対する費用の一部を補助する

現継
　衛生上の観点から、市街化調整区域に居住
する市民に良質な飲料水を確保することは必
要であり、今後も継続する。

現継 現状継続とする。 2

休日等給水サービス業務
委託事業

645 業務課 1,848 2,378 2,488

　近年給水装置の老朽化が進み、給水装置に関する
相談や漏水の発生件数も増加傾向が見られる。また、
水道使用者の高齢化も進み、市内指定工事業者をか
たり、工事の勧誘をされた事例もあることから、安心し
て水道を利用できるよう、休日等における相談や漏水
等に迅速に対応するため、給水サービスを実施する。

現継
　休日時においても、水道使用者が安心して水
道を使用できるよう事業を継続する。

現継 現状継続とする。 3

水道開閉栓業務委託事業 646 業務課 6,966 7,551 8,105
　年間を通じた開閉栓届出に対応するため、土日・祝
祭日・年末年始を含めた開閉栓業務を実施する。

現継
　年間を通じて、水道の使用開始や中止の際
に必要な事業であり、業務委託として継続す
る。

現継 現状継続とする。 3

水道第５期拡張事業 647 水道施設課 48,508 11,004 79,530
　給水区域内への上水道の安定供給を図るため、水道
第５期拡張事業により水道施設及び配水管の整備を
実施する。

現継

　社会環境の変化、人口・水需要推計などから
需要水量の減少が見込まれたため、平成16年
度に事業再評価を行い平成18年度に規模縮
小となる事業認可変更を行いました。今後も事
業認可に基づき事業を継続する。

現継 現状継続とする。 2

石狩東部広域水道企業団
出資金

681 財政課 20,598 13,949 0

　石狩東部広域水道企業団からの用水供給のため、
「地方公営企業繰出基準」に基づく「上水道の水源開
発に要する経費」及び「上水道の広域化対策に要する
経費」を企業団に対する繰出金及び出資金により構成
団体が権利水量に応じた負担をする。

終了

　繰出基準に基づく国の制度によるものであ
り、出資金について石狩東部広域水道企業団
用水供給事業の経営の安定及び財政基盤の
強化に資するため実施する（平成26年度終了
予定）。

終了 平成26年度終了。 -
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石狩東部広域水道企業団
負担事業

680 政策調整課 53,085 52,430 63,807

　石狩東部広域水道企業団への夕張シューパロダム
広域施設の当初計画規模施設分の負担金（補助金）
市民へ安定した水道供給を図るための水源確保による
拡張事業に係る当初計画規模施設分を負担する。
　「石狩東部広域水道企業団の拡張事業に係る当初計
画規模施設分負担に関する確認書」により、構成団体
は減価償却費及び企業債利子を減水量負担率に応じ
て負担。当市は負担総額1,676,669千円を平成84年度
までに補助金として支出予定であるが、平成42年度以
降の負担額については、構成団体で協議していく。

現継

　市民へ安定した水道供給を図るための水源
確保による拡張事業に係る当初計画規模施設
分負担については、市（構成団体）の責務とし
て引き続き実施していく。

現継 現状継続とする。 2

　　３　施設の持続 179,361 196,901 294,450

配水施設改良事業 648 水道施設課 179,361 196,901 294,450

　老朽管更新事業計画に基づき、敷設後40年を経過し
た既存配水管を更新し、漏水事故等の未然防止と有効
率の向上を図る。基幹的配水管の更新においては、配
水管の劣化度調査を行い地震災害時に備えた耐震管
での更新を実施する。

現継
　水道水を安定供給するために必要不可欠な
事業であり、今後も事業を継続する。

現継 現状継続とする。 2

　　４　水道経営基盤の強化 6,778 7,561 7,632

上下水道料金収納業務委
託事業

649 業務課 6,778 7,561 7,632
　上下水道料金の未納者に対する個別収納を行い、納
入の促進、収納の向上を図る。

現継
　未納者・未納額の減少目標とする事業であ
り、今後も継続事業とする。

現継 現状継続とする。 3

　第６節　下水道の整備 554,924 819,547 811,632

　　１　下水道の整備と利用の促進 396,069 642,221 593,424

下水道（雨・汚水管）整備
事業

651 下水道課 66,377 224,387 100,119

　市街地における浸水の防止、快適で衛生的な生活環
境の確保及び公共用水域の水質保全を図るため、道
路整備に合わせた雨水管の整備、未普及地区の汚水
管整備及び老朽化した施設の更新を行う。

現継
　市街地における快適で衛生的な生活環境の
確保や、公共用水域の水質保全を図る上で必
要であることから事業を継続する。

現継 現状継続とする。 2

下水処理センター整備事
業

652 下水道課 300,294 392,134 453,505

　市街地における快適で衛生的な生活環境を確保し、
公共用水域の水質保全を図るため、老朽化した施設・
機器の更新を、平成23、24年で策定した処理場施設長
寿命化計画に沿って計画的に実施する。

現継
　市街地における快適で衛生的な生活環境を
確保し、公共用水域の水質保全を図る上で必
要な事業であることから、現状継続とする。

現継 現状継続とする。 2

下水道管理システム整備
事業

653 下水道課 2,363 2,500 2,500
　下水道事業の事務事業の効率化及び市民等へ管路
情報を提供するため下水道管路等情報のデータ更新
を実施する。

現継
　下水道施設の維持管理業務の効率化を図る
上で必要であり、事業を継続する。

現継 現状継続とする。 3
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下水道管渠更生事業 654 下水道課 11,830 12,000 12,000
　マンホールや管渠破損による道路陥没等の防止及び
浸入水の防止による下水処理センターへの負荷軽減
を図るため、調査に基づき計画的な補修を実施する。

現継
　市民の日常生活に支障が無いように、下水
道施設の調査や補修は必要であることから事
業を継続する。

現継 現状継続とする。 2

事業場排水監視事業 655 下水道課 1,103 1,200 1,200
　下水道施設の機能低下防止や環境保全を図るため、
事業場などからの排水の水質検査等を実施する。

現継
　下水道施設の維持管理や環境保全の観点か
ら必要であり、事業を継続する。

現継 現状継続とする。 3

下水道施設長寿命化計画
策定事業

667 下水道課 14,102 10,000 24,100

　施設のライフサイクルコスト（新設費、維持管理費、処
分費を含めた費用）の縮減と施設の延命化を図り、改
築更新費用の平準化等を行う。　初年度に基礎調査を
行い、施設全体の設備数を把握し、その中から中長期
の改築需要の概ね５ヵ年以内の対象設備を抽出し、次
年度に対象設備の詳細調査を実施し、５ヵ年程度の長
寿命化計画を策定する。

現継
　施設の延命化と更新費用の平準化等を目的
とした事業であることから、事業を継続とする。

現継 現状継続とする。 3

　　２　発生汚泥の有効利用 3,174 3,409 2,699

汚泥有効利用推進事業 659
下水処理セン

ター 3,174 3,409 2,699

 下水処理センターで発生する乾燥汚泥を肥料として、
市内農業者（乾燥おでい農地利用組合員）への提供、
町内会や小中学校などが実施する花壇作りや環境整
備などの公共用への提供、一般市民への還元などに
より有効利用を図る。
　 また、バイオマス（生ゴミ、し尿・浄化槽汚泥）受入れ
に伴い、汚泥の性状が変化することから、肥料取締法
の基準に適合した安全な汚泥肥料として緑農地還元を
行っていくため、汚泥やし尿等の分析を行うとともに、
汚泥量の増加に対する新たな利用先の拡大を図る。

現継

平成25年から生ゴミに加え、し尿や浄化槽汚泥
など地域で発生するバイオマスを受け入れて
いることから、肥料取締法に基づく分析等を実
施するため、事業を継続する。

現継 現状継続とする。 3

　　３　し尿・浄化槽汚泥の処理 155,681 173,917 215,509

道央地区環境衛生組合負
担金事業

657 環境課 75,845 75,583 0

　北広島市・長沼町・由仁町・南幌町の１市３町で構成
する道央地区環境衛生組合に負担金を支出し、し尿等
の広域処理を行う。
　平成27年度からは市下水処理センターで処理を行な
うため、平成26年度末で組合は解散。
　平成26年度までは施設の残存物処理・解体を実施す
るため、し尿等の処理は組合と北広島市で委託契約を
締結し実施する。

終了

　今年度の組合解散に向け、施設の解体及び
解散に係る事務を進める。また、し尿等の処理
は北広島市へ委託し北広島市下水処理セン
ターで行う。関連する３町との協議も進める。

終了
平成26年度末で組合は解散し、事業は終了す
る。

-

し尿処理事業 678 環境課 79,836 98,334 215,509

　下水道事業特別会計へ負担金を支出し、下水処理セ
ンターで下水道汚泥、生ごみと併せてし尿等のバイオ
ガス化処理する。
　平成25・26年度は道央地区環境衛生組合からの委託
により処理する。
　平成27年度以降は北広島市のし尿・浄化槽汚泥と合
わせ、長沼町・由仁町・南幌町のし尿・浄化槽汚泥を事
務委託により下水処理センターで処理する。

現継
　長沼町・由仁町・南幌町との事務委託により、
引き続きし尿・浄化槽汚泥のバイオガス化処理
を下水処理センターで行う。

現継 現状継続とする。 2

　第７節　都市景観の形成 36 27 42
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計
画
事

業
番
号
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26年度　2次評価

　　１　景観づくり 36 27 42

都市景観形成事業 660 都市計画課 36 27 42

　北海道景観条例に基づき、地域の個性を生かした魅
力ある都市景観づくりを進め、快適で美しい街並みの
形成と維持を図るため、届出対象となる建築物などに
ついての協議指導、都市景観にかかる啓蒙・啓発及び
屋外広告物の指導、違反広告物の簡易除去を実施す
る。

現継

　北海道景観条例に基づき快適で美しい街並
みの形成と維持を図るため届出対象となる建
築物などについての協議や違反広告物の簡易
除去等を実施していく。

現継 現状継続とする。 3

　第８節　情報化の推進 152,502 157,726 180,428

　　１　行政事務の情報化 143,242 151,312 173,913

情報通信基盤設備管理事
業

661 情報推進課 57,473 66,236 85,439

　行政情報センターを中核とした市内各公共施設の情
報通信ネットワークを活用して情報の発信・共有を行う
とともに、地方公共団体専用の回線であるLGWANを用
いて国や各地方公共団体等との情報の連携・交換など
行政事務の簡素化、効率化を図る。

現継

　ネットワーク等各種インフラの機能維持と効
率的な利用に努め、より効率的な新技術の活
用について、引き続き検討を進める。また、災
害時等における業務継続の検討を進める。

現継 現状継続とする。 3

基幹系情報システム管理
事業

662 情報推進課 68,425 67,371 72,727

・住民記録、税務、福祉等に係る各種の市民向け業務
について、効率的かつ迅速なサービスを常に提供でき
る体制を目指し、必要な機器、システム等の管理・維持
を行う。
・更なる効率化のため、総務省が進める自治体クラウド
（庁舎内にシステムを置かず、外部のデータセンター等
に設置した共同システムを利用する形態）の動向を踏
まえつつ、クラウド型サービスの検討を進める。

現継
　仮想サーバ基盤上への統合された各業務シ
ステムの環境を維持しつつ、災害時等における
業務継続の検討を進める。

現継 現状継続とする。 3

総合内部情報システム管
理事業

682 情報推進課 17,344 17,705 15,747

　内部業務システムの運用管理、内部業務のシステム
化により、業務の効率化を図る。
　財務系（予算編成、予算管理、起債、財政推計）、会
計系（歳入歳出管理、資金・基金管理、歳入歳出外管
理）、財産系（備品管理、資産管理）、契約系（契約管
理、業者管理）、計画系（推進計画、行政評価）、共通
系（職員認証、グループウェア、職員ポータル）

現継

　文書管理・電子決裁、汎用GISの各システム
を活用してペーパーレス化を推進するととも
に、各部署における情報資産の引き継ぎと業
務の効率化を図る。

現継 現状継続とする。 3

　　２　情報化の環境整備 9,260 6,414 6,515

情報化施策推進事業 663 情報推進課 9,260 6,414 6,515

　ITを活用した情報発信及び手続きの電子化を進め、
市民の利便性の向上を図る。
①市政情報の発信のための市ホームページの充実や
地域SNSの運営を行う。
②北海道電子自治体共同システム（ＨＡRP)の運用を
継続し、電子申請・届出の充実を図る。

見直
し

　社会保障・税番号制度等の動向を踏まえ、電
子申請からコンビニ交付等の新たな手段への
移行について検討する。

見直
し

電子申請のあり方については、利用者の状況
や、社会保障・税番号制度等の動向を勘案しな
がら見直すこと。

4

第６章　計画の実現に向けて 481,757 291,211 1,374,453

　第１節　市民参加・協働の推進 423,775 117,858 18,633

　　１　市民参加の推進 580 860 840
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市民参加推進事業 800 行政推進課 86 217 233

　自分のまちのことは自分で決めるという自治本来の
姿を実現するため、市民参加を推進する。
　行政への市民参加の促進を図るため、市民参加推進
会議において、市民参加条例に基づく市民参加制度の
運用について検証・評価を行う。

現継
　市民参加制度は適正に運用されているが、
制度の更なる浸透を図るため検討を続けてい
く。

現継 現状継続とする。 3

市表彰事業 824 総務課 494 643 607

　市政の振興に寄与した方や衆人の模範と認められる
行為があった方の功績や事績をたたえ、市が感謝の意
を表する。このことにより、各分野で地道に活動してい
る方への激励や市民の市政に対する意識向上がなさ
れ、市民との協働のまちづくりの促進を図る。

現継
　市民との協働のまちづくりを進める上で、功
績のある方々を表彰する制度は不可欠であ
り、今後継続して実施する必要がある。

現継 現状継続とする。 3

　　２　協働の推進 1,353 4,804 4,815

市民協働推進事業 801 行政推進課 1,353 4,804 4,815

○地域で抱える課題の解決やより良い市民生活を実
現するため、市と公益活動団体との協働を促進する。
公益活動を促進するため、人材の育成や組織基盤の
強化、ネットワークづくりに取り組むとともに、公益活動
団体等の活動を支援する。また、市民協働推進会議に
より、協働の推進についての客観性や実効性を確保す
る。（公益活動事業補助金の審査、協働の実効性の評
価など）
○地域住民が自主的に進めるまちづくり活動に対して
助成金を交付し、市民との協働によるまちづくりを積極
的に進める。

現継

　公益活動事業補助金については、引き続き
団体へのPR等に努め地域課題の解決を目指
す。NPO設立認証事務については、事務マニュ
アル（チェックリスト）を作成し事務の精度を高
め事務の引継ぎに対応した。

現継 現状継続とする。 3

　　３　公益活動の促進 0 0 0

　　４　地域コミュニティの醸成 421,842 112,194 12,978

コミュニティ施設整備事業 803 市民課 804 700 1,000

　地区住民センター等の老朽化した備品の計画的な更
新、各住民集会所の維持管理団体（自治会等）が整備
する備品等に対する補助及び町内会所有の住民集会
所における規模の大きい補修工事費用を助成し、コ
ミュニティ活動の場の維持に努める。

現継

　地区住民センター並びに地区住民集会所の
適切な管理のもと、円滑な地域コミュニティの
向上を図るためには計画的な備品の更新と継
続した助成が必要である。

現継 現状継続とする。 2

地域コミュニティ推進事業 804 市民課 11,268 11,978 11,978

　町内会自治会等の活動費の一部を助成し、地域コ
ミュニティの醸成を図る。
自治連合会を充実、活性化することにより、生きがいの
ある明るく住みよいまちづくりの推進を図るとともに、地
域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動や
市が行う各種調査等の連絡調整などが円滑に行われ
ることを目的としている。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

学校跡施設改修事業 805 政策調整課 380,174 28,960 0
　北広島団地内の小学校の統合後（平成24年4月）の
校舎などについて、学校跡施設利活用計画に基づく施
設改修を行う。

終了
　供用開始に向けた準備を進める。供用開始
後は市民課において管理、運営を行う。

終了 平成26年度の工事完了をもって終了とする。 -

大曲会館大規模改修事業 818 市民課 2,709 70,556 0
　大曲会館利用者の高齢化に伴いエレベーター設置要
望の声が高まっていることから、エレベーターの設置に
合わせトイレ改修など大規模改修を実施する。

終了

　住民要望も高く、エレベーターを整備すること
により住民の利便性はもとより、コミュニティ活
動の促進も期待でき大曲地区全体の活性化に
もつながる。

終了 平成26年度の工事完了をもって終了とする。 -
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住民集会所建設事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　822 市民課 26,887 0 0

　大曲幸地区には集会所が無く、町内会活動等に支障
をきたしており、地元町内会からの要望があることか
ら、区画整理の際に寄贈を受けた土地に集会所を新築
する。

・建設地　北広島市大曲幸町２丁目９番地２、３　（用途
地域等　準工業地域、地区計画区域）
・建　 物　木造平屋建て　建築面積９９．９０㎡

終了 　平成25年度の工事完了をもって終了
終了
済
平成25年度の工事完了をもって終了した。 -

　第２節　平和と人権尊重社会の推進 142 146 161

　　１　恒久平和の希求 90 94 109

平和推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　808 市民課 90 94 109

　「平和都市宣言のまち」ならびに平和市長会議の一
員である当市として、市民一人ひとりが平和の尊さ大
切さを認識し、恒久平和の実現を祈念することを目的と
して普及・啓発事業を実施する。

現継

　平和都市宣言のまちとして、平和の尊さ大切
さを啓発していくことが大切であり、一人でも多
くの方が参加してもらえるような記念事業等を
企画し、平和活動を継続していく。

現継 現状継続とする。 3

　　２　人権意識の啓発 52 52 52

人権意識の普及啓発事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　809 市民課 52 52 52

　一人ひとりの個性や人格を認め、あらゆる分野で偏
見や差別などをなくして、すべての市民が平等で暮らし
やすい、人権尊重の社会を推進するため、人権擁護委
員との連携を強化し、学校や地域などでの人権教育・
啓発活動を実施する。

現継
　人権擁護委員並びに法務局との連携を強化
し、人権擁護活動を支援していく。

現継 現状継続とする。 3

　第３節　男女共同参画の推進 552 686 699

552 686 699

男女共同参画推進事業 810 行政推進課 552 686 699

　「きたひろしま男女共同参画プラン（第２次）」に基づ
き、男女が互いに尊重し、協力し合う社会を実現してい
くため、市民や関係機関と連携を図るとともに、意識啓
発や学習活動などを行う。

現継

　事業効果を検証し事業の効率化を図る。全庁
的に男女共同参画推進に係る意識を高める必
要があることから、プランの進行管理を行うな
かで意識啓発を図る。

現継 現状継続とする。 3

　第４節　行財政運営・行革の推進 17,223 128,551 1,312,557

　　１　効率的な行財政運営 234 4,059 6,381

政策評価事業 814 行政推進課 0 0 0

　成果を重視する行政運営への転換、情報公開による
政策の透明性、職員の意識改革や政策形成能力の向
上を図るため、政策評価を行い、計画(Plan)、実施
(Do)、評価(Check)、改善(Action）という行政運営サイク
ル（ＰＤＣＡサイクル）の確立を進める。
　政策評価を政策形成（推進計画作成）や予算編成に
活用する。
　また、評価結果は、政策評価報告書として取りまと
め、市民に公表する。

現継

　平成24年度で、政策評価⇒推進計画⇒予算
の流れは確立されたと考えている。今後は、政
策評価の活用状況について説明していくことが
必要である。補助金等評価については、交付
基準に補助金交付の終期の設定の考え方が
示されているが、形骸化していることから、新た
な行革において見直しを行う。

現継 現状継続とする。 3

総合計画推進事業 815 政策調整課 234 4,059 6,381

　総合計画の着実な推進を図るため、政策評価や予算
状況などの検証を行いながらＰＤＣＡ（計画-実行-評価
-改善）サイクルによる進行管理を進める。
　第5次総合計画では「必要に応じて中間年に見直しを
行う」こととしており、現状等の分析をもとに検討を行
い、見直し作業を行う。

現継
　社会情勢の変化、国等の政策、更には市民
ニーズに対応するため、総合計画の中間年で
の見直しを行う。

現継 現状継続とする。 2

　　１　男女共同参画社会の実現に向けた意識の変革
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　　２　行財政改革の推進 161 232 139

行財政改革推進事業 812 行政推進課 161 232 139

　「政策評価の推進」、「市民参加・協働の推進」、「健
全な財政運営の推進」、「行政運営システムの改革の
推進」を基本目標とし、単なる経費節減や事務手続き
の簡素化といった枠を超え、行財政システム全般につ
いての改革を行う。
　また、市への権限移譲など地方分権改革への対応を
行う。

現継
　本年度策定する新たな行財政改革大綱、実
行計画に基づき改革を進める。

現継 現状継続とする。 3

　　３　健全な財政運営 819 1,237 859

住民参加型市場公募債の
発行事業

816 財政課 0 0 0
　市民の行政への参加意識を高めるとともに、資金調
達の手法の多様化を図るため、住民参加型市場公募
債（ミニ市場公募債）を発行する。

休止
廃止

　今後、市民に身近な施設整備にあたり、市場
金利の動向を踏まえて、市民参加や資金調達
の手法を考慮しながら対応していく。

休止
廃止

金利負担や起債発行額の状況を勘案し検討す
ること。

4

財政情報公開事業 817 財政課 819 1,237 859

　広報紙及び市ホームページによる市の財政情報の公
表並びに公会計システムを活用し正確な資産及び債
務管理を行う。
1　予算に関する事項の公表等
2　決算に関する事項の公表等

現継

　法的な義務付けとともに、施策の推進及び市
民との協働を進めるうえで、財政情報の公開と
共有は欠かすことができないものである。今後
も公開の情報量と「わかりやすさ」を重点に内
容の充実を図る。

現継 現状継続とする。 3

　　４　行政サービスの充実 720 724 895

市民法律相談事業 820 市民課 720 720 760
　市民が日常生活を営む中で直面する法律上の諸問
題や疑問について、弁護士による無料法律相談を実施
し、市民の生活の安定を図る。

現継

　市民が日常生活を営む中で直面する法律上
の諸問題や疑問について、弁護士による無料
法律相談を今後も継続し、市民生活の安定を
図る。

現継 現状継続とする。 3

公共施設適正配置計画策
定事業

842 政策調整課 0 4 135
　公共施設の老朽化が進んでいることから、新たな
ニーズや地域の特性に合った公共施設の配置やあり
方を検討し、公共施設再配置計画を策定する。

現継
　現状継続とする。国の「公共施設等総合管理
計画の策定にあたっての指針」を鑑み、事業を
推進する。

現継 現状継続とする。 2

　　５　組織・職員の活性化 6,276 7,475 7,475

職員研修事業 821 職員課 3,949 4,691 4,691

　職員の事務能力の向上や職務上必要な専門知識の
習得、それぞれの職階に対応した職務遂行能力の向
上を図るとともに、職員の意識改革と組織の活性化、
職員の人間性の向上など、地方分権型社会に対応で
きる職員の育成を目的として、職員研修を実施する。

現継

　地方分権型社会に向けて、これに対応する職
員の能力の向上を図るとともに、大量退職期を
迎え、急務とされる若い職員の育成とベテラン
職員の知識・技能継承を図っていく必要があ
る。

現継 現状継続とする。 3

職員福利厚生事業 839 職員課 2,327 2,784 2,784
　地方公務員法に定める職員の福利厚生の一部を実
施させるため、福利厚生会に交付金を交付する。

現継

　職員の福利厚生のあり方・水準等について
は、常に使用者としての責任、市民感覚等社
会一般との適合性、民間企業や国・他の自治
体との均衡、財政負担等を十分に考慮したも
のとする必要があり、毎年度継続的に検討して
いく。

現継 現状継続とする。 3

　　６　新庁舎の整備 9,013 114,824 1,296,808
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新庁舎建設事業 823 庁舎建設推進課 9,013 114,824 1,296,808

　本庁舎は耐震性が低く、老朽化が進んでいるうえ、窓
口等が分散していることなどから、市民の利便性や
サービスの低下を招いている。これらの課題を解決す
るため、新庁舎を整備する。

現継
　早期の建設着手が望ましいことから現状継続
とする。

現継 現状継続とする。 2

　第５節　広域連携の推進 420 418 421

　　１　広域連携の推進 420 418 421

札幌広域圏組合連携事業 825 政策調整課 420 418 421
　札幌ふるさと市町村圏計画に基づき、広域的な観点
から管内市町村が協力して地域振興を図るため協同
事業を実施する。

現継
　札幌広域圏組合が実施する事業に引き続き
参画する。

現継 現状継続とする。 3

　第６節　情報公開・広報広聴の充実 39,645 43,552 41,982

　　１　情報の共有 6,147 7,085 6,963

文書管理運営事業 826 情報推進課 170 364 375
　開かれた市政運営を推進するため、公文書の適切な
管理を行うとともに、迅速な情報公開への対応、歴史
的資料となる文書等の確保及び保存を行う。

現継

　総合文書管理システムの適切な運用を行
い、文書管理事務の効率化・簡素化、ペーパー
レス化、情報公開等への対応の迅速化のた
め、文書管理業務の再構築を進める。

現継 現状継続とする。 3

統計協議会活動支援事業 827 政策調整課 100 100 100
　統計調査の円滑かつ適正な実施、調査力の向上の
ため、研修事業を実施する統計協議会に事業費の一
部補助を行う。

現継

　統計調査の内容が複雑化し、また対象者か
らも調査協力が得づらくなってきているなど、調
査環境が一段と厳しさを増している中で、統計
調査員の確保難はさらに強まっている。協議会
員の調査力の向上を図るとともに会員の確保
にも努める必要がある。

現継 現状継続とする。 3

協働事業きたひろＴＶ推進
事業

830 情報推進課 2,862 3,189 3,342

　これまで市は、地域情報の有力な発信手段を持ち合
わせていなかったが、第１次推進計画期間中のシティ
セールス推進事業を通じ「きたひろしま」を積極的に発
信する方策を進めている。「きたひろTV」は、こうした市
の施策を補完するツールとして、地域の様々な情報を
新たに開設するホームページ上から映像コンテンツを
配信することで情報発信していく。

現継

　市民協働推進会議から受けた現状継続との
評価を踏まえ、市の魅力の発信に努めていく。
今後、動画コンテンツ制作部門の自主財源の
確保を促していく。

現継 現状継続とする。 3

市議会政務活動事業 838 議会事務局 3,015 3,432 3,146
　市議会議員の調査・研究に係る政務活動費を交付
し、議員活動の活性化を図る。

現継 　現状継続とする。 現継 現状継続とする。 3

　　２　情報公開制度の充実 0 0 0

　　３　個人情報の保護 453 470 492

個人情報セキュリティ対策
事業

832 情報推進課 453 470 492
　市が保有する行政情報及び市民の個人情報を適正
に管理し保護するため、セキュリティ実施手順等の運
用を適切に講じる。

現継
　市民には広報、ホームページで制度の周知
を図り、職員にはセキュリティ研修を通じて更な
る意識の向上を図る。

現継 現状継続とする。 3

　　４　広報広聴活動の充実 33,045 35,997 34,527
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広報紙発行事業 833 情報推進課 28,102 30,843 29,059
　市の施策や情報、市内の出来事や市民の活動を市
民に分かりやすく伝えるため、広報「北広島」を発行し、
市内の概ね全世帯に配布する。

現継

　市民協働型の編集委託により、市民の生活
に密着した情報を正確に紙面に反映させる。引
き続き、受託先との連絡調整に努める。　有料
広告の実施については今後内容と状況を踏ま
えて拡大を検討するものとする。

現継 現状継続とする。 3

コミュニティＦＭ広報事業 834 情報推進課 1,833 1,886 1,921

　情報発信・受信手段の多様化に対応するため、コミュ
ニティＦＭ「ＦＭメイプル」を通じて、市の施策や行事など
を分かりやすくタイムリーに市民へ伝える。
　なお、危機管理課で実施している災害時における非
常放送や高齢者支援課で実施している認知症高齢者
ＳＯＳネットワーク事業とも連携している。

現継

　今後も積極的な活用や番組の周知を行う。ま
た、災害時などの連携を関係各課と調整する。
　市のホームページに、ＦＭメイプルのホーム
ページのリンクや番組の一部を掲載するなど周
知の方法を検討する。

現継 現状継続とする。 3

広聴活動事業 835 市民課 27 31 34

　複雑化・多様化する市民ニーズを的確に把握し、市
民と行政が信頼と協働によるまちづくりを進めるため、
情報の公開や意見集約、市民との直接対話など各種
広聴活動を行う。

現継

　市民と協働のまちづくりを進めていくために
も、多様化・複雑化する市民ニーズの的確な把
握が重要であるため、市民への適切な情報提
供及び意見集約を効率的に継続して取り組ん
でいく。

現継 現状継続とする。 3

議会広報事業 836 議会事務局 3,083 3,237 3,513
　定例会等での一般質問や代表質問の答弁及び各議
案の審議の状況など、市議会の活動概要を市民に周
知する。

現継
　現状継続とする。各常任委員会の議会中継
についても検討していく。

現継 現状継続とする。 3
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